○○○○　消防計画

令和　年　月　日作成

（□で囲んだ例示は、最終的に削除して下さい。）

第１章　総　則

第１節　目的及びその適用範囲

（目的）

第1条 この計画は、消防法第８条第１項に基づき、○○株式会社の防火管理について

必要事項を定め、火災、地震その他の災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。

	１　作成する消防計画の根拠法令を明確にしておきます。

共同防火管理が該当する場合は、

消防法第８条第１項及び共同防火管理協議事項に基づく旨を記入します。

２　共同防火管理に該当する場合は、法第８条第１項に基づき作成する消防計画は、ビル全体で作成する「協議事項」との整合性を図る必要があります。


（適用範囲）

第2条 この計画の適用範囲及び管理権原の及ぶ範囲は、次のとおりとする。

　⑴　当社に勤務し、出入りするすべての者

　⑵　防火管理業務の一部を受託している者
２　危険物施設等については、別に定める予防規程等によるものとする。

３　管理権原の及ぶ範囲は、　　　　　　　　　　　部分とする。

	１⑴　消防計画の適用範囲を明確にして、事業所内に、勤務し出入りする社員、関係者すべての者に適用するよう定めます。

⑵　防火管理業務の一部を第三者に委託している場合は、受託者も消防計画の適用対象となります。

２　危険物製造所等が当該事業所にある場合は、別に定める予防規程によるものとする旨を明確にします。

３　管理権原が分かれている防火対象物については、当該権原の及ぶ範囲を文章又は、平面図等により図示する等して明確にする必要があります。

（例１）○階、○階、○階の○○○株式会社の

（例２）別図○に明示する。


第２節　防火管理業務の一部委託について

（委託者からの指揮命令）

第3条 委託を受けて防火管理業務に従事する者（以下〔受託者〕という。）は、この計

画に定めるところにより、管理権原者、防火管理者、自衛消防隊長の指示、指揮命令の下に適正に業務を実施しなければならない。

	防火管理業務の一部を第三者に委託している事業所にあっては、当該受託者が管理権原者、防火管理者、自衛消防隊長の指示、指揮命令の下に防火管理業務を実施するよう定めます。


（受託者への報告等）

第４条　受託者は、受託した防火管理業務について、定期に防火管理者に報告しなければならない。

２　防火管理業務の委託状況は、別表１２のとおりとする。

	　　受託者が防火管理業務の実施状況を、受託者から委託者（防火管理者）に報告することについて、明確にしておきます。なお、別表○を作成します。


第３節　管理権原者及び防火管理者の業務と権限

（管理権原者の責任等）

第5条 　管理権原者は、社内の防火管理業務について、すべての責任を持つものとする。

２　管理権原者は、管理的又は監督的な立場にあり、かつ、防火管理業務を適正に遂行

できる権限を持つ者を防火管理者として選任して、防火管理業務を行わせるものとする。

３　管理権原者は、防火管理者が消防計画を作成（変更）する場合、必要な指示を与え

なければならない。

４　管理権原者は、防火上の建築物構造の不備や消防用設備等の不備欠陥が発見された場合は、速やかに改修するものとする。

５　管理権原者は、協議会構成員として、ビル全体の安全性を高めるように努めるとともに、定期的に開催される○○ビル共同防火管理協議会に参加するものとする。

６　防災センター要員が該当する建物の管理権原者は、防火管理を防災センターと有機的に連携して行い、防災センターを中心とした防火管理体制を確立し、維持するため全ての権限を持ち、その責任を負うものとする。

	１　防火管理業務は、管理権原者が防火管理者をして行わせるものであり、最終的な防火管理責任は、管理権原者にあるということを計画の中で明確にしておくことが必要です。

２　階段、通路等の共用部分の管理については、協議事項の中で定められている責任区分とし、一般的には建物所有者が責任を持っているので、その旨を明確にしておく必要があります。

３　防火管理者から自主点検結果などについて報告させ、不備な点があった場合は、管理権原者の責任で速やかに改修することを明確にします。

４　協議事項に基づき、各々の事業所の管理権原者は、協議会構成員として、ビル全体の防火管理について責任があり、協議会へ参加することを明確にしておく必要があります。

５　防災センターが該当する場合には、防火対象物全体の災害予防管理や災害活動管理が防災センターを核として行われる体制を確立し、実効性のある自主防火管理を推進しなければなりません。


（防火管理者の権限と業務）

第6条 　防火管理者は、この計画の作成及び実行についてすべての権原を持って、次の

業務を行う。

⑴　消防計画の作成又は変更

⑵　消火、通報、避難誘導等の訓練の実施

⑶　火災予防上の自主検査・点検の実施と監督

　　消防用設備等、建物、防火施設、避難施設、電気設備、危険物施設、火気を使用する設備・器具、（以下「火気設備器具」という。）等の検査・点検を実施し、不備欠陥箇所のある場合は改修促進を図る。
⑷　防火対象物の法定点検の立会い

⑸　消防用設備等の法定点検・整備及びその立会い
⑹　改修工事など工事中の立会い及び安全対策の樹立

⑺　火気の使用、取扱いの指導、監督

⑻　収容人員の適正管理

⑼　従業員に対する防災教育の実施
⑽　防火担当責任者及び火元責任者に対する指導、監督

⑾　管理権原者への提案や報告

⑿　放火防止対策の推進

⒀　災害発生時の活動拠点となる防災センターに災害活動上必要な情報を集約する
⒁　その他防火管理上必要な業務

⒂　統括防火管理者への報告

　ア　用途及び設備を変更したとき

イ　消防計画を作成又は変更したとき

　ウ　防火管理者を選任又は解任したとき

　エ　防火対象物の法定点検を実施したとき

オ　消防用設備等の法定点検をしたとき

　カ　内装改修又は改築等の工事を行うとき

　キ　大量の可燃物の搬入・搬出及び危険物又は引火性物品を貯蔵・取り扱うとき

ク　臨時に火気を使用するとき

　ケ　火気設備器具又は電気設備の新設、移設、改修等を行うとき

コ　防火上の建築構造の不備や消防用設備等の不備欠陥が発見されたとき、又は改

　修したとき

    サ　催物を開催するとき

　　シ　防火管理業務の一部を委託するとき

　　ス　消防計画に定める消防機関への報告及び届出を行うとき

　　セ　消防計画に定めた訓練を実施するとき

　　ソ　統括防火管理者から指示命令された事項

　　タ　その他火災予防上必要な事項

第４節　消防機関との連絡

（消防機関との連絡）

第7条 　管理権原者等は、次の業務について、消防機関への報告、届出及び連絡を行う

ものとする。

　⑴　防火管理者選任（解任）届出

　　　防火管理者を定めたとき、又はこれを解任したときに管理権原者が届け出ること。

　⑵　消防計画作成（変更）届出

　　　消防計画を作成したとき、又は次に掲げる事項を変更したときに防火管理者が届け出ること。

　　ア　管理権原者又は防火管理者の変更

　　イ　自衛消防組織に関する事項の大幅な変更

　　ウ　用途の変更、増築、改築、模様替え等による消防用設備等の点検・整備、避難施設の維持管理及び防火上の構造の維持管理に関する事項の変更

　　エ　防火管理業務の一部委託に関する事項で次に掲げる内容の変更

　　　㋐　受託者の氏名及び住所

㋑　受託方式

㋒　受託者の行う防火管理業務の範囲

㋓　受託者の行う防火管理業務の方法

　⑶　自衛消防訓練実施の通報

　　　訓練計画に基づき、自衛消防訓練を実施するときに防火管理者が消防機関へ通報すること。

　⑷　禁止行為の解除承認申請

　　　喫煙、裸火の使用、又は危険物品の持込を禁止されている場所において、これらの行為を行おうとするときは、管理権原者及び防火管理者が確認したのち申請すること。

　⑸　防火対象物の点検結果報告書を１年に１回、管理権原者及び防火管理者が確認した後、報告すること。

　⑹　総合点検終了後の消防用設備等点検結果報告書を１年に１回、管理権原者及び防火管理者が確認した後、報告すること。

⑺　その他

　　建物及び諸施設の設置又は変更を行うときは、事前に連絡するとともに、法令に基づく諸手続を行うこと。
	１　防火管理者が転勤等で変更になる場合は、間隙を作らないよう後任の防火管理者を定めなければなりません。

２　消防計画の作成（変更が）届出が必要となる主な事項の例示

　⑴　管理権原者の変更、代表取締役の変更

⑵　自衛消防組織の統廃合、自衛消防隊長の変更

⑶　事務所から物品販売店舗への用途変更等や増築等によりスプリンクラー設備、階段を新たに設置した場合等

⑷　防火管理業務の一部委託に関する事項の変更

３　自衛消防訓練を実施するときは、事前に消防機関に通報することが必要です。

４　劇場、映画館等の舞台や客席、キャバレー等の舞台、百貨店等の危険物品の持込が禁止されている場合には、これらの行為を行おうとするときは、条例等に基づき、消防機関に「禁止行為の解除承認」を申請し、承認を受けなければなりません。（みやま市火災予防条例（以下「条例」という。）第２３条）　

５　次の用件に該当する特定用途防火対象物は、防火対象物点検資格者に点検させ１年に１回、消防機関に報告することが、法第８条の２の２に義務づけられています。

　⑴　収容人員が３００人以上のもの

　⑵　地階又は３階以上の階に特定用途があり、かつ、階段が室内１系統のもの

６　消防用設備等の点検結果を劇場、百貨店等不特定多数の人が出入りする事業所には、１年に１回、事務所、共同住宅など非特定防火対象物には３年に１回、消防機関へ報告することが、法第１７条の３の３に義務づけられています。

７　その他消防用設備等の設置（法１７条の３の２）、少量危険物・指定可燃物の貯蔵又は取扱い（条例第４６条）、火を使用する設備の設置届（条例第４４条）、火災とまぎらわしい煙又は火災を発するおそれのある行為（条例第４５条）は、届出することが必要です。


（防火管理維持台帳の作成、整備及び保管）

第8条 　防火管理者は、前条で届出又は報告した書類及び防火管理業務に必要な図書等

を消防計画と一括して整備し、保管しなければならない。

	　　管理権原者は、防火管理業務上の必要な書類を編冊して「防火管理維持台帳」を作成し、整備し、保管しておくことを明記します。

※　防火対象物点検報告制度義務対象物にあっては、当該台帳の作成、保管等は省令第４条の２の４により義務づけられています。

（取りまとめて編冊しておくものの例）

１　防火管理者選任（解任）届出書、消防計画、共同防火管理協議事項届出に係る書類の写し

２　防火対象物定期点検報告書の写し

３　防火対象物定期点検報告制度に関する特例認定申請書の写し

４　防火対象物定期点検報告制度に関する特例認定に係る認定決定通知又は認定不決定通知

５　消防用設備等設置届出の写し

６　消防用設備等の検査済証

７　消防用設備等定期点検結果報告の写し

８　消防計画に基づき実施される次の事項の状況を記載した書類

　⑴　火災予防上の自主点検の状況

⑵　消防用設備等の点検及び整備の状況

⑶　避難施設の管理状況
　⑷　防火上の構造の維持管理状況

⑸　定員の遵守その他収容人員の適正化の状況

⑹　防火上必要な教育の状況

⑺　消火、通報及び避難の訓練の状況

⑻　増築、改築、移転、修繕又は模様替えの工事中の防火対象物における防火管理者又はその補助者の立会い、その他火気の使用又は取扱いの監督の状況

⑼　大規模な地震に係る防災訓練並びに教育及び広報の状況（強化地域に所在する防火対象物に限る）

９　消防用設備等の工事、整備等の経過一覧表

１０　その他防火管理上必要な事項

　⑴　避難経路図

⑵　防火管理業務の一部委託に関する書類

⑶　禁止行為解除承認申請書



第５節　防火管理委員会

（防火管理委員会）

第9条 　防火管理業務の適正な運営を図るため、本社総務課に防火管理委員会をおく。

２　防火管理委員会の構成は、別表１のとおりとする。

３　管理権原者は、事前に会議の構成メンバーを指定するものとする。

４　会議は、○月と○月に行い、次の場合は臨時に開催する。

⑴　社会的反響の大きい火災、地震等による被害が発生したとき

⑵　防火管理者などからの報告、提案により管理権原者が会議を開催する必要があると認めた時

４　会議の主な審議事項

⑴　消防計画の変更に関すること

⑵　防火・避難施設、消防用設備等の設置・維持管理に関すること

⑶　自衛消防組織の設置・変更及び装備等に関すること

⑷　自衛消防隊の訓練の実施に係る細部のこと

⑸　工事等をする際の火災予防に関すること

⑹　火災予防上必要な教育に関すること

⑺　火災の際の隣接防火対象物との応援協定に関すること

⑻　その他防火管理に関すること

	１　委員会は、防火管理者の行う業務を効果的に推進させるためのものであり、防火管理に関するすべてのことについて審議するものです。

　⑴　防火管理委員会の開催については、法令で定められていませんが、特に会社組織が極めて大きく、かつ、事業本部、部・課等が多数あるため、横との連絡強調にそ

ごが生じやすい事業所においては、会社が一体となって防火管理業務を推進していくために防火管理委員会など防火管理に関する会議などを開催することは大切なことです。

　⑵　防火管理委員会は、事業所の内規に基づく委員会と合わせて実施しても良い。

２　防火管理委員会の構成は、委員長に管理権原者、副委員長に防火管理者、自衛消防隊長をあて、委員は各事業所の実態に応じて定めることが望ましい。

３　会議に開催については、火災予防運動期間や危険物安全週間その他内部の定例会議に合わせて実施できるよう定めます。

４　会議で審議する事項を定めます。


　　　　　第２章　予防管理対策

第１節　日常及び定期に行う火災予防

（予防管理組織）

第１０条　予防管理組織は、火災予防のための組織と自主点検・検査を実施するための組織とする。

	１　出火防止あるいは火災の拡大防止等の処置のすべてを、防火管理者自ら行うことは困難であり、事業所の組織をあげて火災予防の万全を期さなければなりません。

　　そのためには、まず防火管理業務のうち予防対策を推進するための予防管理組織作りが必要です。

２　組織は、日常の火気使用設備等についての火災予防を図るための組織と建築物等及び消防用設備等の自主点検・検査を行う組織とに分けて編成する必要があります。


　（火災予防のための組織）

第１１条　火災予防のための組織は、平素における火災予防及び地震時の出火防止を図るため、防火管理者のもとに、各階ごとに防火担当責任者をおき、所定の区域ごとに火元責任者をおき、別表２のとおり定める。

	１　日常の火災予防のための組織は、建物全体の防火管理に間隙を生じないようにするために編成する組織です。

２　建物の規模等の実態に応じて、部屋単位又は一定の区域単位に区画し、それぞれの区画ごとに火元責任者を、そしてその区画の集合体である棟又は階等の区域ごとに防火担当責任者を定め、建物の全区域をカバーできるようにします。


　

（防火担当責任者の業務）

第１２条　防火担当責任者は、次の業務を行うものとする。

⑴　担当区域の火元責任者に対する業務の指導及び監督に関すること。

⑵　防火管理者の補佐

	　防火管理者の補佐をするとともに、防火担当責任者が担当する区域内の火気管理の万全を期すため、火元責任者に対する指導監督の業務を定めておきます。


（火元責任者の業務）

第１３条　火元責任者は、次の業務を行うものとする。

⑴　担当区域内の火気管理に関すること。

⑵　担当区域内の建物、火気設備器具、危険物施設等及び消防用設備等の日常の維持管理に関すること。

⑶　地震等における火気設備器具の安全確認に関すること。

⑷　別表３『「自主検査チェック票（日常）「火気関係」」』及び別表４『「自主検査チェック票（日常）」「閉鎖障害等」』の検査の実施に関すこと。

　ア　「火気関係」のチェックは、毎日終業時に行うものとする。

　イ　「閉鎖障害等」のチェックは、１日２回行う。

⑸　防火担当責任者の補佐

	　火元責任者は、平素から指定された区域内の火気管理を行うとともに、火気設備器具類の維持管理をはじめとした業務などを行います。

１　『自主検査チェック票（日常）「火気関係」』

　　タバコの吸殻の処理や電気器具のスイッチの確認などについて、終業時等をとらえ、検査するものです。

２　『自主検査チェック票（日常）「閉鎖障害等」』

　　避難口・階段の避難障害、防火戸・防火シャッターの避難障害などについて、１日２回以上実施するようにします。


（受託者の業務）

第１４条　受託者は、社内を定時に巡回し、別表３、別表４の項目及び火災予防上の安全を確認するとともに、その結果を業務日誌に記録し、防火管理者に報告するものとする。

	　受託者の行う防火管理業務の範囲及び方法等について、明確にしておきます。


（定期的に自主点検・検査を実施するための組織）

第１５条　自主点検・検査を実施するための組織は、消防用設備等、建物、火気設備・器具及び電気設備等ついて適正な機能を維持するため、定期に点検・検査を実施するものとし、各点検・検査員を別表５のとおり定める。

	　定期的に自主点検・検査を実施するための組織は、防火対象物に設置されている消防用設備等、防火設備、避難施設、火気設備器具などの施設・設備を維持管理するために編成する組織です。


（建物等の自主検査）

第１６条　建物等の自主検査は、別表６の「自主検査チェック票（定期）」に基づき、別表５に定める各点検・検査員が確認するものとし、実施時期は、○月と○月、○月と○月の年４回とする。

	　建物の構造関係、防火戸等の防火施設関係、階段・通路等の避難施設関係、火気設備器具、電気設備危険物施設の主に防火に関する項目について、それぞれの事業所が自主的に検査するもので、年２回以上実施します。


（消防用設備等の自主点検）

第１７条　消防用設備等は法定点検のほかに自主点検を実施するものとする。

　⑴　自主点検は、別表７の「消防用設備等自主点検チェック票」に基づき、別表５に定める各点検・検査員が点検するものとする。

⑵　実施時期は、○月と○月とする。

⑶　防火管理者は、消防用設備等に特例が適用されている場合の特例適用条件の適否についても、合わせて確認するものとする。
	１　消防設備点検資格者又は消防設備士などの資格者その他消防用の設備に詳しい人を自主点検チェック者として指定します。

２　定期的な法定点検（6ヶ月に１回）の合間に１回、年２回以上実施するようにします。

３　消防用設備等に特例基準が適用されている場合には、特例を適用するにあたっての条件適否についても自主点検・検査時に合わせて確認するように明記します。


※（共用部分等の検査）

第１８条　消防用設備等、建物、防火・避難施設（共用部分）の自主点検・検査は、建物所有者が実施するものとする。

	　共用部分の点検・検査等については、協議事項に定められている責任区分により実施することになりますが、具体的に誰が実施するのかを明記します。


　（防火対象物の法定点検）

第１９条　防火対象物の法定点検は、点検業者㈱○○○○防災に委託して行うものとする。

２　防火管理者は、防火対象物の点検実施時に立ち会うものとする。

	　点検業者に委託して実施する場合は、その点検業者名を明確にし、従業員の資格者で行う場合は、その旨を明記します。


（消防用設備等の法定点検）

第２０条　消防用設備等の法定点検は、点検業者㈱○○○○防災に委託して、別表８の「消防用設備等点検計画表」により行うものとする。

２　防火管理者は、消防用設備等の点検実施時に立ち会うものとする。

	１　点検設備業者に委託して実施する場合は、その点検設備業者名を明確にし、従業員に資格者がいる場合は、その旨を明記します。

２　点検は、建物内に設置されているすべての消防用設備等について行います。


　（建物等の定期調査）

第２１条　建物等の定期調査を行い、建物の維持管理に努めるものとする。

２　防火管理者は、建物等の定期調査実施時に立ち会うものとする

	１　建物等の定期調査には、下記に掲げるものなどがあります。

　⑴　建築基準法第１２条第１項に定める建築設備等

⑵　建築基準法第１２条第２項に定める喚起・排煙設備等

２　定期調査時の防火管理者の立会いについて定めます。


第２節　報告等

（点検検査結果の記録及び報告）

第２２条　自主検査、自主点検及び法定点検の実施者は、定期的に防火管理者に報告する。ただし、不備・欠陥部分がある場合は、速やかに防火管理者に報告するものとする。

	　防火管理者に報告する時期の目安

　・自主検査（日常）・・・・・１ヶ月に１度

　・自主検査（定期）、自主点検、法定点検・・・・・実施後


（不備欠陥等の報告）

第２３条　防火管理者は、報告された内容で不備・欠陥部分がある場合は、管理権原者に報告し改修しなければならない。

２　防火管理者は、不備・欠陥部分の改修及び予算措置に時間がかかるものについては、

管理権原者の指示を受け、改修計画を樹立するものとする。

	　管理権原者は、自主検査、自主点検及び法定点検の報告内容を確認し、不備・欠陥で改修や予算措置に時間がかかるものについては、改修計画を樹立し、改修を促進するように定めます。


（統括防火管理者への報告）

第２４条　防火管理者は、自主検査、自主点検及び法定点検の実施結果を統括防火管理者に報告するものとする。

２　防火管理者は、不備・欠陥部分の改修計画、改修結果を統括防火管理者に報告するものとする。

	１　自主検査、自主点検及び法定点検の実施結果について、統括防火管理者に報告することを明記します。

２　検査・点検の結果、不備欠陥事項がある場合の統括防火管理者への報告について、明記します。


第３節　火災予防措置

（火気等の使用制限等）

第２５条　防火管理者は、次の事項について喫煙及び火気等の使用の制限を行うものとする。

⑴　禁煙場所の指定

禁煙場所は、次のとおりとする。

ア　廊下　　イ　階段　　ウ　更衣室　　エ　コンピューター室

オ　電気室　　カ　危険物施設　　キ　倉庫
　火気設備器具等の使用禁止場所の指定

　　使用禁止場所は、厨房及び給湯室を除くすべての場所とする。

	１　防火管理者が行う火気使用の制限等について、具体的に明記します。

　　なお、条例等（条例第２３条）により、次のように定められている場合は、禁止行為の解除承認申請をして、消防長の承認を受けなければなりません。

　⑴　劇場、映画館、演芸場、公会堂若しくは集会場の舞台又は客席

⑵　百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場の売場及び展示部分

⑶　重要文化財として指定され又は重要美術品として認定された建造物の内部又は周囲

⑷　その他火災が発生した場合に人命に危険が生じるおそれのある場所

２　火気設備器具等の使用禁止場所を、具体的に指定します。


（臨時の火気使用等）

第２６条　当ビル内で、次の事項を行おうとする者は、防火管理者へ事前に連絡し、承認を得るものとする。

⑴　指定場所以外で喫煙又は火気を使用するとき

⑵　各種火気設備器具を設置又は変更するとき

⑶　催物の開催及びその会場で火気を使用するとき

⑷　危険物の貯蔵、取扱い、種類、数量等を変更するとき

⑸　改装又は模様替え等の工事を行うとき

	防火管理者は、火気の使用及び催物の開催等、防火管理上必要な事項を、把握する必要があり、又、事案により消防機関に届出をするものもあることから、関係する者に対して連絡を義務づけるとともに、承認を与えることにより、火災予防の万全を期すように努めます。


　（火気等の使用時の遵守事項）

第２７条　火気等を使用する者は、次の事項を遵守するものとする。

⑴　電熱器等の火気設備器具を使用する場合は、指定場所以外では使用してはならない。

⑵　火気設備器具を使用する場合は、事前に設備器具を検査してから使用すること。

⑶　火気設備器具を使用する場合は、周囲に可燃物があるか否かを確認してから使用すること。

⑷　火気設備器具を使用した後には、必ず設備器具を点検し、安全を確認すること。

⑸　禁煙場所では、喫煙してはならない。
	　事業所における日常の火災予防の中で、守らなくてはならない基本事項について定めたもので、業態によって、それぞれ特殊な遵守事項があると思われるので実態に応じて定めます。


（施設に対する遵守事項）

第２８条　防火管理者又は従業員等は、避難施設及び防火施設の機能を有効に保持するため、次の事項を遵守するものとする。

⑴　避難口、廊下、階段、避難通路その他避難のために使用する施設

　　ア　避難の障害となる設備を設け、又は物品を置かないこと。

　　イ　床面は、避難に際し、つまずき、すべり等を生じないよう維持すること。

　　ウ　避難口等に設ける戸は、容易に解錠し開放できるものとし、開放した場合は、

廊下、階段等の幅員を有効に保持すること。

⑵　火災が発生したときの延焼を防止し、又は有効な消防活動を確保するための防火

設備

ア　防火戸は、常時閉鎖できるようその機能を有効に保持し閉鎖の障害となる物品を置かないこと。なお、防火戸の開閉位置と他の部分を識別しておくこと。

　　イ　防火戸等に近接して延焼の媒体となる可能性物品を置かないこと。

	１　条例等（条例第４０条）に基づき、事業所内の避難口、廊下、階段、避難通路その他避難のために使用する施設は、避難上有効に管理しなければなりません。

２　避難口、廊下、階段、避難通路などの避難施設には、避難の障害となるダンボール箱、商品、事務機器、自動販売機等は置かないようにすることが必要です。

３　条例等（条例第４１条）に基づき、防火戸や防火シャッターなどは、他への延焼防止、煙の流入防止の役割を果たしているので、物品等により閉鎖できないことのないように日頃から管理することが必要です。


　（避難経路図）

第２９条　防火管理者は、人命の安全を確保するため、各階ごとに消防用設備等の設置図及び屋外へ通じる避難経路を明示した避難経路図を別図１のとおり作成し、自衛消防隊員並びに従業員等に周知するものとする。

	１　防火管理者は、避難経路図を作成し、従業員等に周知徹底することを明記します。

２　不特定多数を収容するものにあっては、廊下等の見やすい場所に避難経路図を掲出することを明記します。


※（客席、避難通路の管理）劇場等の場合

第○条　みやま市火災予防条例に定める基準に従い、客席及び避難通路を管理するものとする。

	　劇場等の客席は、条例等（条例第３５条、３６条）の基準により設置しなければなりません、


※（避難経路図の掲出）旅館、ホテル又は宿泊所の場合

第○条　宿泊室の見やすい場所には、当該宿室から屋外へ通ずる避難経路を明示した避難経路図を掲出するものとする。

	　旅館、ホテル又は宿泊所には、宿泊室に避難経路図を掲出します。


※（避難通路の確保）百貨店等で避難通路を確保しなければならない場合

第○条　みやま市火災予防条例に定めるところにより、次の事項を遵守するものとする。

⑴　１.６メートル以上の幅員の主要避難通路を保有すること。

⑵　主要避難通路は、避難口に有効に通じさせるとともに色別等により他の部分と区別すること。
⑶　避難上必要な位置に、幅員１.２メートル以上の補助避難通路を、主要避難通路又は避難口に有効に通ずるように保有すること。
	１　一定規模以上の百貨店等の避難通路は、条例等により避難に必要な主要避難通路を保有しなければなりません。（条例第３８条）

百貨店等の売場の床面積

３００㎡

１.６ｍ以上の幅員の通路

１５０㎡以上３００㎡未満

１.２ｍ以上の幅員の通路

２　百貨店等の売場の床面積６００㎡以上のところは、避難上必要な位置に幅員１.２ｍ以上の補助避難通路を保有しなければなりません。

３　主要避難通路を色別した避難経路図を作成するとともに、床面に表示することを明記します。　


※(避難通路の確保)キャバレー等及び飲食店で避難通路を確保しなければならない場合

第○条　みやま市火災予防条例に定めるところにより、客席は、いす席、テーブル席又はボックス席７個以上を通過しないで、有効幅員１.６メートル以上の避難通路に達するように確保するものとする。

	　条例等（条例第３７条）に基づき、キャバレー等及び飲食店の用途に供する客席の床面積が１５０㎡以上の店舗の客席には、有効幅員１.６ｍ以上の避難通路を設けなければなりません。（飲食店にあっては、１.２ｍ以上）


※（避難管理）ディスコ、ライブハウス、カラオケルーム等の場合

第○条　みやま市火災予防条例に定めるところにより、非常の際は速やかに特殊照明及び音響を停止するとともに避難上有効な明るさを保つものとする。

	ディスコ等で火災が発生すると、レーザー光線や鳴り響く音により避難の指示が遅れることが予想されるので、条例等（条例第３７条の２）で、非常時において速やかに、特殊照明と音響の停止、有効な証明の保持を規定しています。


　（収容人員の管理）

第３０条　一時的に用途を変更し、混雑が予想される場合は、避難経路の確保、避難誘導員など必要な措置をとるものとする。

	　不特定多数の者を収容する用途では、事前に管理方策について、従業員に対して周知徹底しておかなければなりません。


第４節　工事中の安全対策

（工事中の安全対策の樹立）

第３１条　防火管理者は、工事を行うときは、工事中の安全対策を樹立する。また、必要に応じて「工事中の消防計画」を作成して消防長に届け出るものとする。

２　防火管理者は、工事人に対して次の事項を周知し、遵守させるものとする。

⑴　溶接・溶断など火気を使用して工事を行う場合は、消火器等を準備して、消火できる体制をとること。

⑵　工事を行う者は、防火管理者が指定した場所以外では、喫煙、火気の使用等を行わないこと。

⑶　工事場所ごとに火気の責任者を指定し、工事の状況について、定期に防火管理者に報告させること。

⑷　危険物などを持込む場合は、その都度、防火管理者の承認を受けること。

⑸　放火を防止するために、資機材等の整理、整頓をすること。

⑹　その他防火管理者の指示すること。　

	　防火管理者は、工事中の安全対策を樹立することが必要です。また、工事人に対して次の事項を徹底させることが重要です。

１　作業計画を提出し、防火管理者の指示を受けること。

２　火気等を使用する作業にあっては、消火器等を配置すること。

３　指定された場所以外では、喫煙、裸火の使用等を行わないこと。

４　危険物等の使用は、その都度防火管理者の承認を得ること。

５　火気管理は、作業場ごとに責任者を指定して行うこと。


第５節　放火防止対策

　（日常の放火防止対策）

第３２条　防火管理者は、次の事項に留意し、放火防止に努めるものとする。

⑴　敷地内及び廊下、階段、洗面所等の可燃物の整理、整頓又は除去を行う。

⑵　出入口の特定と出入りする者に対する呼びかけ及び監視等の強化を行う。

⑶　アルバイト、出向、パートなどの従業員の明確化による不法侵入者の監視を行う。

⑷　客用トイレ等を従業員と共用するなどの監視の強化を行う。

⑸　監視カメラ等の設置による死角の解消及び死角となる場所の不定期巡回監視体制を確立する。

⑹　火元責任者又は最終の退社する者が火気の確認及び施錠を行う。

⑺　空室、倉庫等の施錠管理は、出入口だけでなく窓にも注意し、人が入れない環境づくりを行う。

⑻　休日、夜間等における巡回体制の確立と放置されている可燃物等の整理、整頓を行う。

⑼　駐車場内にある車両の施錠の確認を行う。

	１　放火火災を防止するためには、放火の危険性を踏まえて事業所の実態に応じた対策を行うことが重要です。

２　過去の火災事例を見るとトイレ、倉庫、階段室など、人が通常出入りしない場所に特に重点とした対策を講じることが重要です。

３　就業時間等において留意すべき事項

　⑴　敷地内及び建物内への侵入防止措置の実施

⑵　時季的に放火が集中する用途にあっては、その時季に巡視等の強化を図るなど建物の使用形態に応じた放火防止対策の徹底

⑶　合鍵を出入口付近に置かない等保管場所の検討

４　施錠管理において留意すべき事項

　⑴　複合用途ビルにおける施錠管理の確認及び連絡体制の確立

　⑵　旅館、ホテル等については、チェックアウト後の早期施錠の実施


　（周辺で連続放火火災が発生した場合の対策）

第３３条　当ビルの近隣で、放火火災が連続的に発生した場合は、前条によるほか、自衛を強化し、次のことを行うものとする。

　⑴　ビル管理者は、ビル内外の監視について回数を増やし、綿密に行う。

⑵　ビル退館者は、施錠の確認を確実に行う。

	　当該建物周辺で放火火災が発生した場合の対策についても、対策等を樹立しておくことが必要です。


　　　第３章　自衛消防活動対策

第１節　自衛消防組織

　（自衛消防隊の設置）

第３４条　火災等災害発生時に被害を最小限度に止めるため、自衛消防隊を設置する。なお、自衛消防隊には、本部隊及び地区隊に編成するものとする。

２　防災センターに自衛消防隊本部（以下「本部」という。）を設置する。

３　本部に本部長、自衛消防隊長及び自衛消防副隊長を置く。

４　本部長等の指定は、次のとおりとする。

　⑴　本部長は、○○株式会社代表取締役とする。　

⑵　自衛消防隊長には、同取締役副社長があたり、本部隊、地区隊を指揮する。

⑶　自衛消防副隊長は防火管理者があたり、自衛消防隊長を補佐する。

５　自衛消防隊の編成及び主たる任務は、別表９のとおりとする。

	１　自衛消防隊の設置及び隊編成について定めます。また、防災センターが設置されている場合は、防災センター勤務員を自衛消防隊の本部員として編成することが望ましい。防災センター勤務員が、受託者であっても組織の中に編成し、一体的な活動を行うものとします。

※　共同防火管理義務対象物で協議事項に自衛消防隊の本部隊が定められている場合、本作成例中の自衛消防隊の本部隊及び地区隊は、協議事項に基づくビル全体の地区隊として位置づけます。

２　防災センターが設置されている場合は、防災センターに本部を設置し活動拠点とすることが望ましい。

３　本部長又は自衛消防隊長は、管理権原者又はこれに準ずる者を指定し、自衛消防副隊長には、防火管理者又は相当職の者を指定することが望ましい。

４　階ごとに、受持担当区域内の責任者と通報・消火・避難などの担当者を指定し、消防長に届出する消防計画には、別表９を参考にして役職・係名を明確にしておきます。なお、具体的な氏名を記入したものを見やすい場所に掲出しておくことが必要です。


第２節　権限及び任務

（本部長の権限）

第３５条　本部長は、自衛消防隊が火災、地震及びその他の災害の自衛消防活動又は訓練を行う場合、その指揮、命令、監督等一切の権限を有する。

	　本部長は、指揮、命令、監督等の一切の権限を有することを明確に定めます。


　（自衛消防隊長等の任務）

第３６条　自衛消防隊長等は、本部長の命を受け、自衛消防隊の機能が有効に発揮できるように統括し、また、消防隊との連携を蜜にしなければならない。

２　自衛消防隊長は、本部長が不在の場合は、その任務を代行する。

３　自衛消防副隊長は、隊長を補佐し、隊長が不在の場合は、その任務を代行する。

４　地区隊長は、担当区域の初動活動の指揮統制を図るとともに、隊長（本部）への報

告連絡を蜜にする。

	１　自衛消防隊長の任務について定めます。

２　本部長及び自衛消防隊長が長期不在時の代行者を事前に定めておくことが重要です。

３　地区隊長の自衛消防隊長への報告、連絡を明記しておきます。


第３節　自衛消防活動

　（本部隊の任務）

第３７条　本部隊の指揮班員は、本部指揮所の設置、避難、消火の状況把握、隊長の指示・命令の伝達、必要資器材の集結及び資料、情報等を確保するとともに、消防隊に協力するものとする。

２　建物関係資料の保管場所は、防災センターとする。

３　火災が発生したときは、協議事項に基づき、他の事業所等の自衛消防隊員と協力して、自衛消防活動を行うものとする。

	１　本部隊の指揮班員の任務を定めます。

２　建物関係資料の保管場所を、各事業所の実情に応じて定めておきます。

３　共同防火管理義務対象物は、左記に示す内容等を記入します。


　（通報連絡）

第３８条　火災の発見者は、消防機関（１１９番）への通報及び防災センターに火災の場所状況等を速報するとともに、周辺に火災を知らせるものとする。

２　地区隊の通報連絡担当は、火災の場所、状況等を防災センターに報告するものとする。

３　防災センター勤務員は、自動火災報知設備の受信機に火災表示を認めたときは、直ちに係員を現場に派遣するとともに、送受話器等で状況等を確認する。

４　防災センター勤務員は、火災を確認した後、直ちに消防機関（１１９番）へ通報するとともに、自衛消防隊長に報告し、放送設備により必要に応じた周知手段を講ずる。

５　本部隊の通報連絡班員は、次の事項を行うものとする。

⑴　防災センターに集合し、消防機関への通報の確認、隊長への災害状況報告、火災

の状況の変化に伴う非常放送等を行う

⑵　自衛消防隊長の指示命令の伝達を行う

⑶　外部との連絡を行う

⑷　消防隊が到着したときは、火災の延焼状況、燃焼物件、危険物品の有無、逃げ遅れの有無等の情報を提供するとともに、出火場所への誘導を行う

	１　火災発見者の通報

⑴　消防機関へ通報する義務は、法第２４条により、勤務者や付近にいる者、隣接建物の関係者に義務づけられています。

⑵　通報、連絡は迅速、かつ、状況に応じた内容を消防機関とともに指定場所（ここでは防災センター）に通報するようにし、その後の消火、避難活動等が早く行われるようにします。

⑶　本部通報連絡員は、初動措置後も災害状況の報告連絡を受け、適切な消防活動ができるように努める必要があります。

⑷　通報等の文例は、事前に定めておき通報する電話が設置してある場所に備えておきます。

２　地区隊の通報連絡担当の任務を定めます。

３　火災等が発生した場合に、防災センター勤務員の通報連絡要領について定めます。

４　本部隊の通報連絡担当の任務を定めます。

⑴　火災に対する対応や事業所内への連絡について定めます。

⑵　自衛消防隊長の指示、命令を伝達することを明記します。

⑶　特に病院、社会福祉施設等で近隣事業所等との応援協定を締結している施設にあっては、火災発生の連絡を行うように定めます。

⑷　消防隊への情報の提供、誘導等について定めます。


※（非常通報装置が設置している場合）自動火災報知設備と連動している場合

第○条　自動火災報知設備が作動したときに、非常通報装置から消防機関へ通報されたときには、消防機関からの着信信号を確認すること。

２　誤作動により直接通報された場合は、通報停止ボタンを押し、通報を停止すること。なお、通報の中止が間に合わなかった場合には、送受話器を使用し又は１１９番を行い、誤作動であることを連絡すること。

	自動火災報知設備が作動したときに、非常通報装置から自動的に合成音声により、所在、名称などが１１９番通報されるものです。


※（非常通報装置が設置している場合）自動火災報知設備と連動していない場合

第○条　自動火災報知設備が作動した場合は、直ちに現場に急行し火災であることを確認のうえ、「火災通報用押しボタン」を押し、消防機関へ通報するものとする。なお、誤って「火災通報用押しボタン」を押した場合は、通報停止ボタンを押すとともに１１９番をし、「誤報」であったことを連絡すること。

	　火災であることを発見したとき、非常通報装置のボタンを押すと、自動的に合成音声により、所在、名称などが１１９番通報されるものです。


（消火活動）

第３９条　本部の消火班員は、地区隊と協力して消火器及び屋内消火栓設備等を活用して適切な初期消火を行うとともに、防火戸及び防火シャッター等を閉鎖し、火災の拡大防止にあたる。

２　地区隊における消火活動は、初期消火に主眼をおき活動する。なお、自己地区隊の担当区域外で発生した場合は、臨機の処置を行うとともに自衛消防隊長等の指示により行動するものとする。

	本部隊員は、主力となって消火活動を行い、地区隊員は初期における応急消火活動をする等本部隊と地区隊の関係を定めたものです。

１　火災の直近にいる者は、身近に設置してある消火器具（消火器、消火バケツ等）や屋内消火栓設備などにより消火活動を行います。

２　使用する消火器具は、火元近くにできるだけ多く集め、連続して集中的に使用すると効果的です。

３　操作手順等は、別に「防火管理マニュアル」に定めて、徹底を図る必要があります。


（避難誘導）

第４０条　本部の避難誘導班員は、火災が発生した場合、地区隊員と協力して避難誘導にあたるものとする。

２　エレベーターによる避難は行わないものとし、屋上への避難も原則として行わないものとする。

３　避難誘導班員の部署は、非常口、特別避難階段附室前及び行き止まり通路等とする。また、忘れ物等のため、再び入る者のないように万全を期すものとする。

４　避難誘導にあたっては、携帯用拡声器、懐中電灯、警笛、ロープ等を活用して避難者に避難方向や火災の状況を知らせ、混乱の防止に留意し、出火階及び上層階者を最優先に避難させる。

５　負傷者及び逃げ遅れ等について情報を得たときは、直ちに本部へ連絡する。

６　避難終了後、速やかに人員点呼を行い、逃げ遅れた者の有無を確認し、本部へ報告する。

７　地区隊の避難誘導班員は、担当地区の避難者に対し、前各項に従い誘導にあたるものとする。　

	１　訓練されていない不特定多数の群集は、その場の従業員や特定の者の言動に大きく左右されることが多く、自衛消防隊員が行う初期の指示、行動は避難誘導活動全体の成否を決める重要な役割を持っています。

２　エレベーターが設置されているビルでは、エレベーターによる避難は、電源の遮断等により停止する危険性があるので、火災時には使用しないようにします。

３　避難誘導班員の部署について定めます。

４　避難誘導にあたっての誘導方法等について定めます。

５　負傷者及び逃げ遅れ等の把握と本部への報告について定めます。

６　地区隊の避難誘導担当の任務について定めます。


（安全防護措置）

第４１条　安全防護班員は、火災が発生した場合、排煙口の操作を行うとともに、防火戸、防火シャッター、防火ダンパー等の閉鎖等を行うものとする。

	　火災のときは、防火戸や防火シャッターの閉鎖、排煙設備の運転、空調設備の停止、危険物品等の移動又は除去、エレベーターの運転制御、非常電源の確保、水損防止等の活動がありますので、必要に応じて記入します。


（応急救護）

第４２条　救護所は、消防隊の活動に支障のない安全な場所に設置する。

２　救護班員は、負傷者等の応急手当を行い、救急隊と密接な連絡をとり、速やかに負傷者等を病院に搬送できるように適切に対応する。

３　救護班員は、負傷者等の住所、氏名、電話番号、搬送病院、負傷程度等必要な事項を記録しておかなければならない。

	　救護所は、その火災に応じた臨機応変な位置とし、必ずしも場所を決めておく必要はありません。


（自衛消防隊の装備）

第４３条　自衛消防隊の装備及び管理は、次による。

⑴　装備

　　ア　隊用装備

　　　 eq \o\ac(○,ア)　消火器　　　　　　 ○本

　　　 eq \o\ac(○,イ)　とび口　　　 　　　○本

　　　 eq \o\ac(○,ウ)　ロープ（○○m）　 ○本

    　 eq \o\ac(○,エ)　携帯用拡声器　　　 ○個

　　イ　個人装備

　　　 eq \o\ac(○,ア)　防火衣　　　　　　 ○着

　　　 eq \o\ac(○,イ)　ヘルメット　　　 　○個

　　　 eq \o\ac(○,ウ)　警笛　　　　　　　 ○個

　　　 eq \o\ac(○,エ)　携帯用照明器具　　 ○個

⑵　装備の管理

　　　本部隊の装備は、管理会社事務所、防災センターなどに自衛消防隊長が、保管、管理するものとする。

	１　自衛消防隊が保有する装備を明確にします。

２　自衛消防隊の装備の管理について、自衛消防隊長が行うことを明確にします。


（自衛消防隊の活動範囲）

第４４条　自衛消防隊の活動範囲は、当事業所の管理範囲内とする。

２　近接する防火対象物からの火災で、延焼を阻止する必要がある場合は、設置されて

いる消防用設備等を有効に活用できる範囲内とし、自衛消防隊長の判断に基づき活動

するものとする。

３　近接建物等に対する応援出動は、○○○○との応援協定の範囲内による。

４　前３の協定は管理権原者が行うものとする。

	　自衛消防隊の活動範囲は、自己の管理範囲内ですが、隣接事業所と応援協定を締結する場合は、上記のように記入することが必要です。なお、あらかじめ応援時の応援の範囲、使用負担や損害賠償等について定めておくことも必要です。


　（ガス漏えい時の活動）

第４５条　都市ガス漏えい事故防止の対策は、別記２による。

	１　地下街、準地下街及びガス漏れ火災警報設備が設置されている対象物は、ガス漏えい時の対策を定めます。

２　前１以外の対象物でも、通常の火災時の活動と異なりますので別に定めたほうが望ましい。


第４章　休日、夜間における防火管理体制

　（休日、夜間における予防管理）

第４６条　警備員等は、定時に巡回する等火災予防上の安全を確認するものとする。

	休日、夜間における予防管理について、警備員、宿直者等の任務を定めます。


（休日、夜間における自衛消防活動体制）

第４７条　休日、夜間における自衛消防活動組織は、別表１０に示すところによる。

２　休日、夜間に発生した災害に対しては、次に掲げる措置を行うものとする。

⑴　火災を発見した場合、直ちに消防機関に通報後、初期消火活動を行うとともに、ビル内残留者等に火災の発生を知らせ、自衛消防隊長、防火管理者等関係者に別に定める緊急連絡網により急報するものとする。

⑵　消防隊に対しては、火災発見の状況、延焼状況等の情報及び資料等を速やかに提供するとともに、出火場所への誘導を行う。

３　休日、夜間に発生した災害に対しては、在館中の事業所の従業員が協力するものとする。

	１　休日、夜間における活動体制について定めたものであり、夜間における自衛消防活動に必要最小限の行動を定め、初動措置の万全を期そうとするものであります。

２　各事業所の用途特性により、休日、夜間の体制は異なりますので用途別に作成します。

３　夜間に就寝者を収容する施設（ホテル、旅館、病院、社会福祉施設等）については、用途別に自衛消防隊の編成と任務を定めておくことが必要です。


※（無人の場合）

第○条　火災発生等の連絡を受けた防火管理者は、現場に駆けつけるものとする。

　（緊急連絡先）○○課○○○○　電話○○○○－○○－○○○○

	　休日、夜間に無人となる建物の場合、直近の建物関係者が駆けつけるものである。


※（警備会社等から通報を行う場合）無人のとき

第○条　休日、夜間の無人時においては、警備会社が通報を行う。

２　火災発生等の連絡を受けた防火管理者は、現場に駆けつけるものとする。

　（緊急連絡先）○○課○○○○　電話○○○○－○○－○○○○

	　休日、夜間に無人となる建物に設置してある自動火災報知設備が作動したときに、自動的に契約している警備会社等の基地局に信号を送り、警備会社等が現場を確認する前に１１９番通報するものである。


第４章　地震対策

第１節　地震に備えての予防措置

（地震に備えての予防措置）

第４８条　各点検・検査班及び火元責任者は、地震時の災害を予防するために各種施設、設備器具の自主点検・検査に合わせて次の措置を行うものとする。

⑴　建築物に付随する施設（看板、窓枠、外壁等）の倒壊、転倒、落下を防止すること。

⑵　倉庫、事務室内、避難通路、出入口の棚、備品、器具、什器、物品等の転倒、落下を防止すること。

　⑶　火気設備器具の上部及び周囲には、転倒・落下のおそれのある物品、燃えやすい物品を置かないこと。

　⑷　火気設備器具等の自動消火装置、燃料等の自動停止装置等について、作動状況の検査を行うこと。

　⑸　危険物施設における危険物等の転倒、落下、浸水等による発火防止及び送油管等の緩衝装置の検査を実施すること。

	　地震による倒壊、転倒、落下、出火の防止のために定めるものですが、それぞれの事業所の実態に応じて、次に掲げる事項を参考にして必要とされることを定めます。

１　ロッカー、自動販売機等の転倒防止措置

２　窓ガラス、看板、広告塔等の落下、飛散防止措置

３　火気使用設備器具等からの出火防止措置

４　危険物品等の流出、漏えい、落下防止措置

５　照明器具、音響機器等の落下防止


（備蓄品）

第４９条　地震に備え、次に掲げる品目を備蓄しておくものとする。

	備 蓄 品 目
	備 蓄 場 所

	飲料水（３ℓ/日×３日×従業員数）
	防災センター

	非常用食料（乾パン類）
	

	懐中電灯
	

	携帯ラジオ
	

	医薬品
	

	衣類
	

	携帯用拡声器
	

	その他
	


	　地震に備えておく備蓄品は、事業所の規模に応じて最小限必要なものを常時備蓄しておくように定めます。地震時の備蓄品は、概ね次のとおりです。

１　飲料水　　２　食料（缶詰、乾パン類等）　　３　懐中電灯　　４携帯ラジオ

５　医薬品

　　救急セット　包帯・三角きん・脱脂綿・消毒剤・整腸剤・軟こう・ビニール袋

６　衣類等（防災ずきん又はヘルメット、軍手、タオル、下着、寝具、運動靴）

７　その他（ポリ袋、非常持ち出し袋など）　　


　（帰宅困難者対策）

第５０条　事業所の帰宅困難となる従業員及び客等に対する情報の提供は、保護支援、交通手段の確保などについての対策は次のとおりとする。

⑴　ラジオ・テレビ等により正しい情報を入手し、その情報は、館内・校内放送及び掲示板等により周知する。

⑵　混乱状況及び居住地等を考慮してグループ分けを行い、時差退社計画を作成する。また、徒歩帰宅者のための帰宅地図を作成する。

⑶　帰宅困難な者のための食料、飲料水及び寝袋等を準備する。

⑷　従業員や従業員の家族の安否確認方法や連絡手段として、日本電信電話の災害用伝言ダイヤルの活用及び遠隔地の支社等を活用した連絡体制を確立する。

⑸　客等の安全を確保するため、適切な方法で避難誘導先まで誘導するとともに、けが人等の保護を行う。

	１　道路状況及び交通機関の運行状況を把握し、従業員及び客等に周知する方法を考えておきます。

２　交通機関の混乱状況等を考慮した時差退社計画を作成しておきます。

３　事業所の帰宅困難な者のための生活必需品等を準備しておきます。

４　従業員の安否情報の確認方法及び連絡手段を検討しておきます。

５　従業員と家族との安否確認手段を検討しておきます。

６　客等への安全対策や混乱防止等の対応方策について考えておくことが必要です。

※「集客施設等におけるパニック防止７つのポイント」（買物客・来客等への対策）

１　施設内・外の安全・安心情報を迅速・的確に収集する。

２　安全・安心情報を施設内の買物客に適時・的確に提供するとともに、施設外の通行人に対しても可能な限り提供する。

３　状況に応じて、施設内又は施設外に安全に避難誘導する場所を定める。

４　避難者が不安を持たず、安全確保のための適切な行動ができるように避難誘導するとともに、その後の帰宅行動が一時に集中することのないように働きかける。

５　通信手段の確保状況に配慮しつつ、家族等との安否確認方法を周知する。

６　施設内のけが人の救護、病弱者、子供・お年寄りの保護を行うほか、施設外の被災者に対しても可能な限り救護、保護を行う。

７　施設等間で相互に助け合う。

※「帰宅困難者１０ヶ条」

１　慌てず騒がず、状況確認　　２　携帯ラジオをポケットに

３　つくっておこう帰宅地図　　４　ロッカー開けたらスニーカー（防災グッズ）

５　机の中にチョコやキャラメル（簡易食料）

６　事前に家族で話し合い（連絡手段、集合場所）

７　安否確認、災害用伝言ダイヤルや遠くの親戚　　８　歩いて帰る訓練を

９　季節に応じた冷暖準備（合羽、携帯カイロ、タオル等）

１０　声を掛け合い、助け合おう　　


第２節　地震時の活動

（地震後の安全措置）

第５１条　地震が発生した場合は、次の安全措置を行うものとする。

⑴　火気設備器具の直近にいる従業員は、電源の遮断、燃料の遮断等を行い、各火元責任者はその状況を確認して防災センターへ報告すること。

⑵　ボイラー担当者は、ボイラーの使用停止及び燃料バルブ等の操作と確認を行う。

⑶　地震発生直後は、身の安全を守ることを第一とする。

⑷　全従業員は、周囲の機器、物品等の転倒、落下等の有無と異常があった場合には、防災センターに報告すること。

⑸　防火担当責任者等は、二次災害の発生を防止するため、建築物、火気設備器具及び危険物施設等について点検・検査を実施し、異常が認められた場合は、応急措置を行うこと。

⑹　各設備器具は、安全を確認した後、使用すること。

⑺　防火管理者は、被害の状況等を防火担当責任者等に報告させ把握すること。

⑻　防災センター勤務員は、情報を把握するとともに在館者の安全を確保のため、次の内容を放送する。

　　ア　エレベーターの使用制限

　　イ　落下物からの身体防護の指示

　　ウ　屋外への飛び出しの禁止

	１　地震により、火災が発生し被害が拡大する要因となるものは、使用中の火気設備器具や危険物・薬品などです。

２　火元責任者、全従業員及び防災センター勤務員の対応について定めておきます。

３　防災センター勤務員は、放送設備を用いて、混乱防止を図ります。

　　放送内容は、事業所によって異なりますので、在館者の動揺と混乱防止のための内容とし、放送文例は各事業所に合ったものを作成しておきます。


（地震時の活動）

第５２条　地震時の活動は、第３章各節によるほか、本部隊の指揮班員及び通報連絡班員等は、次のことを行うものとする。

⑴　テレビ、ラジオなどにより地震情報の収集に努め、周辺の状況を把握すること。

⑵　防災センター勤務員は、建物内外の状況を把握し、放送設備を活用して、建物内にいる者に適切な指示を行うこと。

	１　地震時においても、自衛消防隊による活動を行うことが必要です。

２　屋内消火栓、スプリンクラー設備などが、地震動により配管等が破損し、使用不能となることがありますので、消火栓による消火を最優先とする必要があります。

３　テレビ、ラジオなど報道機関からの地震に関する情報を積極的に収集し、必要な情報は事業所内にいる人に知らせることが必要です。


（避　難）

第５３条　地震時の避難は、次によるものとする。

⑴　在館者を落ち着かせ、自衛消防隊長が避難するよう命令するまで、照明器具などの転倒落下に注意しながら、柱の回りや、壁際など安全な場所で待機させること。

⑵　従業員等を避難場所に誘導するときは、一時集合場所（○○○○○）及び避難場所（みやま市○○町○○、「○○公園」）までの順路、道路状況、地域の被害状況について説明すること

⑶　避難は、防災関係機関の避難命令又は自衛消防隊長の命令により行うこと

⑷　避難は、車両等は使用せず、全員徒歩とすること。

⑸　避難は、従業員等の在館者が一段となり避難すること。

⑹　避難は、先頭と最後尾に誘導員及び情報員を配置すること。
⑺　安全防護係員は、転倒した物品等で避難上支障となるものを除去すること
※⑻　避難、避難誘導は、協議事項に基づき、各事業所の避難誘導担当と協力して行うものとする。

	１　平常の個人的な行動とは根本的に違っているので、あらかじめ、決めてある避難場所を確認しておき、より安全な避難ができるよう心掛ける必要があります。

２　共同防火管理義務対象物は、例に示す内容等を記入します。

	


第５章　警戒宣言発令時の対策

第１節　警戒宣言発令時の組織等

　（地震対策のための自衛消防組織）

第５４条　警戒宣言が発令されたときに自衛消防隊は、別表９に定める任務を行うものとする。

	　組織の編成にあたっては、火災時の自衛消防組織を基本とし、警戒宣言に伴う施設の点検等の応急措置を講ずるために対策班を付加して編成します。


　（休日、夜間における自衛消防組織）

第５５条　別表１０に定める「休日、夜間の自衛消防組織」体制をとり、別表９の任務を行うものとする。

２　別に定める連絡表により必要な要員を招集するものとする。

３　警戒宣言の発令を知ったとき、招集要員は自主的に集結するものとする。

	１　休日、夜間、営業時間外であっても、地震動により、ガラスの破損散乱、危険物の漏えい、薬品の混触発火等事業所内はもとより、事業所外でも影響を及ぼす災害の発生が考えられることから、各事業所では営業時間外であっても、業態、業務の特殊性に応じ、必要最小限の措置をしなければなりません。

２　前１の措置内容に応じた組織、任務及び人員の指定を行います。

３　就寝施設等で休日、夜間の自衛消防隊組織を編成している場合は、別表９に準じて警戒宣言発令時の任務を定めておくことが必要です。

４　別に定める連絡表は、各事業所の実態に応じて電話連絡網を作成しておくことが必要です。


　（営業方針等）

第５６条　警戒宣言が発令された場合は、従業員の時差退社及び残留保安要員の確保を図り、在館者の混乱防止のため原則として営業を中止する。

２　出勤途上又は外出中に警戒宣言の発令を知った場合は、招集要員以外は帰宅し、待機する。

	　警戒宣言が発せられた場合の営業等の継続又は中止等の方針は、次によることが望ましい。

中止又は自粛するもの

　劇場、映画館、競馬場、野球場、百貨店（食料品等の生活必需物資売場を除く。）及び地下街、超高層ビル内の店舗など多数の顧客等を収容する事業所は、混乱防止のため、営業等を中止する。

　また、飲食店及び炉を使用する工場など多量の火気を使用する事業所であっても、出火防止のため、できるだけ営業等を自粛する。

可能な限り営業等をするもの

　百貨店、スーパーマーケットなど大型店舗の食料品等の生活必需物資売場及び病院、銀行等住民の生活維持に必要なサービスを提供する事業所は、可能な限り営業等する。

その他のもの

　上記以外の事業所にあっては、一斉営業等の中止に伴う従業員の一斉退社による駅等の混乱防止のため、努めて平常通り営業を続ける。ただし、翌日以降については事業所の判断による。




第２節　判定会招集時から警戒宣言が発令されるまでの間における対応措置

　（判定会招集の報告等）

第５７条　判定会招集情報の発表を知った従業員は、直ちに防火管理者に報告する。

２　報告を受けた防火管理者等は、テレビ・ラジオ等を通じて情報確認のうえ、本計画に基づく必要な措置をとるものとする。

	１　テレビ・ラジオ又は顧客等により判定会招集情報を知った従業員は直ちに責任者、直属の上司などに報告し、管理権原者等の最高責任者にその旨の情報が速やかに報告されるように情報の報告体制を定めておくことが必要です。

２　報告を受けた責任者等は、その事実をテレビ・ラジオなどにより確認することとし、電話による防災機関への問い合わせ等は行わないように配慮することが必要です。


　（地震対策委員会の招集）

第５８条　本部長は判定会招集を知ったときは、地震対策委員会を招集し、次の事項を協議し、決定するものとする。

⑴　判定会招集の段階における対応措置

　ア　判定会招集情報の伝達方法

　イ　自衛消防隊の任務の確認

⑵　警戒宣言が発令された場合の顧客等の取扱い

⑶　出火防止のための応急措置対策の確認

⑷　時差退社の決定及び残留者の決定

⑸　その他必要事項

２　委員会の構成は、別表１の構成員及び自衛消防隊の地区隊長以上をもって構成する。
	１　百貨店、劇場等多数の顧客等を収容する事業所や大規模な炉又は多数の火気設備器具を有する事業所、さらには大規模な危険物施設を有する事業所等では、判定会招集情報を知った場合、速やかに地震対策委員会等の緊急会議を開催するものとし、その他の事業所では任意とします。なお、会議の名称は「地震対策委員会」等任意とします。

２　防火管理委員会等の構成員を中核にして、これを自衛消防隊の地区隊長及び必要に応じて各班長等を加えて指定しておきます。


　（自衛消防隊員に対する指示等）

第５９条　本部長は、各自衛消防隊員等に対し、速やかに地震対策委員会の結果、警戒宣言発令時の措置、任務分担等必要事項を伝達指示するものとする。

	　自衛消防隊員等に対し、それぞれの系列に応じて緊急会議の結果等、必要な指示事項を伝達する要領を定めます。


　（在館者に対する情報伝達）

第６０条　在館者に対し、放送設備により判定会招集情報について、別記１に定める放送文例を持って伝達するものとする。

	　判定会招集情報を顧客等に伝達することが必要か否かは、各事業所の判断によりますが、例えば、百貨店等多数の顧客を収容する事業所では警戒宣言が発せられたとき、突然にその旨を放送し閉店するより、判定会招集時から顧客に伝達し、事前に警戒宣言に対する心構えをとらせておくことが望ましい。


第３節　警戒宣言発令時から発生（又は解除）までの間における対策

　（警戒本部の設置）

第６１条　本部長は、警戒宣言が発令された場合、警戒本部を防災センターに設置する。

２　本部の構成員は、前第５８条第２項と同様とする。

３　警戒本部の任務は、次のとおりとする。

⑴　警戒宣言が発令された場合の緊急点検及び被害防止措置要の進行管理

⑵　計画に定められた事項のうち、重大な内容の臨時的変更

⑶　計画に定められた事項以外の重要事項の決定

⑷　自衛消防隊員及び従業員等に対する指示・命令

４　自衛消防隊の本部隊の各班長及び地区隊長は、応急対策及び時差退社等の進行状況等必要な事項を、随時、本部に報告する。

５　警戒本部には、本部の位置を示す表示板、各階の平面図、トランシーバーなど本部の活動に必要なものを準備する。

	　警戒宣言に伴う応急措置を円滑に行うためには、本部の設置が必要です。本部の設置時期は、警戒宣言が発せられたことを知った時点とし、設置場所は、本部の機能が十分発揮でき、かつ、地震発生後に自衛消防隊本部に移行できる場所が望ましいので、防災センター等又はその付近が適当です。なお、本部の名称は「警戒本部」等任意とします。


　（従業員に対する警戒宣言発令時の伝達等）

第６２条　警戒本部は、警戒宣言が発令された場合、従業員に対して放送設備により、別記１に定める放送文例を持って伝達する。

２　自衛消防隊長は、それぞれの避難誘導班に指定されている者を所定の場所に配置する。

	　別記１の暗号放送を使用するか否かは、顧客の在、不在等、事業所の特性によって異なります。


　（在館者に対する警戒宣言発令の伝達）

第６３条　在館者に対する警戒宣言発令の伝達は、避難誘導班の配置完了後、別記１に定める放送文例により非常放送を行うものとする。

	１　伝達にあたっては、日常行っている放送と同様、努めて自然な状態で放送します。

２　別記１の放送文例には、今後の営業（継続、中止等）、建物の安全性、周辺状況、交通状況、行事予定等を盛り込んだ内容とします。


　（誘導案内）

第６４条　避難誘導班は、携帯用拡声器、ロープ等を携行し、所定の位置につき、混乱防止を主眼に適切な誘導案内を行うものとする。

２　混乱を防止するために、避難階に近い階層から順次行うものとする。

	１　多数の顧客等を収容する事業所では、従業員をそれぞれの勤務場所から最寄りの階段、出入口に誘導員として配置するように指定しておき、放送等で配置につかせます。

２　誘導員は必要に応じて、携帯用拡声器、ロープ等を携行します。


　（火気使用の中止等）

第６５条　警戒宣言が発令されたときは、禁煙とし、火気設備器具等の使用を原則として中止し、やむを得ず火気を使用する場合は、防火管理者の承認を得て必ず従業員に監視させ、直ちに消火できる体制を講じておく。

２　危険物の取扱いは直ちに中止し、やむを得ず取り扱う場合は、防火管理者の承認を得て出火防止等の安全対策を講じたうえで行うものとする。

３　エレベーターは、地震時管制運転装置付きのものを除き、運転を中止する。

	１　地震予知の最大のメリットは、地震による火災を防止できることにあると言えます。従って、警戒宣言が発令された場合は、火気の使用を中止又は制限することが必要です。

２　炉、ボイラー、湯沸かし器、コンロ等の火気設備器具は、原則として警戒宣言が発せられてことを知った時点で直ちに中止します。

３　病院、ホテルの調理器具等やむを得ず使用しなければならない場合は、必要最小限の範囲で使用します。この場合であっても、揚げ物など多量の油を使用する調理は行わないようにする。　


　（従業員の実施する被害防止措置）

第６６条　警戒宣言が発令されたときに従業員が実施すべき被害を防止する措置は、次による。

⑴　窓ガラス等の落下、散乱防止

⑵　照明器具等の固定

⑶　事務機器、商品等の転倒、落下防止

⑷　初期消火用水の確保

⑸　非常持ち出し品の準備

	　一般従業員は、自衛消防隊の行う緊急点検と平行して、事務室等通常勤務する場所において、次の被害の防止措置等を実施しなければなりません。

１　窓ガラス、ショーウインド、書棚のガラス等の落下散乱防止措置

２　天井や壁体に取り付けられている照明器具、装飾品等の固定状況の点検

３　商品、置物、事務機器等のうち破損しやすいものや重量物の移動防止措置等

４　バケツ、三角バケツ等、手近な容器に初期消火用水を確保

５　職場ごとの貴重品、重要書類等の非常持ち出し品の内容の確認


　（工事及び高所作業の中止）

第６７条　防火管理者は、警戒宣言が発令されたときは、建築工事及び窓ふきその他の高所作業を行う者に対して、工事資機材の安全措置を施して工事等を中止させるものとする。

	１　工事中の建築物等では、建物自体の強度が不十分な場合が多く、不安定な状態で使用されている工事用資機材も多くあります。さらに、高所等で不安定な作業に従事している者が多数いることから、警戒宣言が発せられたときは工事を中止し、工事中の建築物（設備を含む。）や工事用資機材の固定等、応急的な補強を実施します。

２　窓ふき等の高所作業及びクレーンによる重量物の運搬並びに高速回転機器の運転等、地震発生時に人身へ危険を及ぼすおそれのある作業は中止します。


　（時差退社等）

第６８条　防火管理者は、従業員の退社について、別表１１を作成し、これに基づき退社させるものとする。

２　防火管理者は、前項の時差退社状況を把握し、自衛消防隊長に報告するものとする。

	　一般事業所の従業員は、極力平常どおりの勤務としますが、事業所の形態により特に退社させる場合は、各事業所の一斉退社による駅及び周辺の混乱を防止するため、あらかじめ時間差を設けた退社計画を作成及び徒歩帰宅の指定を行い、警戒宣言が発せられた場合は、これに基づき退社させます。


第６章　防災教育及び訓練等

第１節　防災教育等

（防災教育の実施時期等）

第６９条　防災教育の実施者、実施対象者、実施回数は、次の表のとおりとする。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　対象者　　　　実施時期　　　　　　　実施回数
	防火管理者
	防火担当　　　　　責任者
	火元責任者

	新入社員
	採用時
	採用時１回
	○
	
	

	正社員
	○月、○月
	年２回
	○
	
	

	
	朝礼等
	必要の都度
	
	○
	○

	派遣社員
	採用時等
	採用時１回その他必要の都度
	○
	
	

	
	朝礼時
	必要の都度
	
	○
	○

	アルバイト・パート
	採用時等
	採用時１回その他必要の都度
	○
	
	

	
	就業時
	必要の都度
	
	○
	○

	備考
	○印は、対象者に対する実施者を示す。


	１　防災教育の方法としては、全従業員に対するものと、新入社員とに分けて行うことが効果的であり、実施予定月をあらかじめ定めておき、計画的に教育を行います。

２　防災教育の実施計画表は、各事業所のやりやすい方法で作成します。

　　上表の記入は、例示のように防災教育を行う者を実施者欄に、防災教育を受ける者を対象者欄に、実施時期及び実施回数をそれぞれの欄に記入し、対象者に対する実施者を○印で示します。

３　防災教育は、防火管理者自ら又は教育実施対象者に係わりの深い責任者を指定して行わせることが必要です。

また、防災教育の実施にあたっては、項目ごとに指導し、次の例に示すような確認票を活用して効果を確認することも必要です。

なお、効果を確認した結果を分析し、不足していると思われる事項については次回の防災教育で重点的に行うことが必要です。

防災教育の実施者、対象者、実施時期及び実施回数を上表を参考にして表にするなど具体的に定めることが必要です。

〔例〕防災教育効果確認表

確認日

平成　　年　　月　　日

実施者

職　　　　　　　　　　氏名

対象者

氏名

確　　　　認　　　　事　　　　　項

１

あなたの持ち場の近くの消火器（２箇所）の設置場所を覚えていますか。

２

消火器を使えますか。

３

火災時の通報先と通報電話番号を覚えていますか。

４

緊急時に使われる暗号放送の意味を覚えていますか。

５

自衛消防隊員としてのあなたの任務を覚えていますか。

６

非常口の位置と階段の名称を覚えていますか。

７

喫煙について、守らなければならないことを覚えていますか。

８

火気設備器具を使用の際に守るべきことを覚えていますか。

９

避難器具の設置位置を覚えていますか。

１０

屋内消火栓を使えますか。

１１

防火戸について守るべきことを覚えていますか。

１２

物品などを絶対に置いてはいけない場所を覚えていますか。

確認効果

/ １２点

４　防災教育実施者の任務分担は、防火管理者が防火管理全般について行い、その他の実施者は、日常の火災予防及び災害発生時の対応要領等具体的な事項について行うよう定めます。

５　教育の実施については、日常の業務計画の中でとらえて計画的に実施するほか、防災に関心の高まる時期等の効果的な時期をとらえて実施します。


（防災教育の内容）

第７０条　防災教育の内容は、実施者の任務分担を定め、概ね次の項目について教育するものとする。

⑴　消防計画について

⑵　従業員等が守るべき事項について

⑶　火災発生時の対応について

⑷　地震時の対応について

⑸　防火管理マニュアルの徹底について

⑹　その他火災予防上必要な事項

	１　具体的な教育内容については、それぞれ事業所により異なることは当然ですが、およそ防火管理に関する事項は、すべて含まれるようにします。

２　その他火災予防上必要な事項は、例示のほか、次のような事項を記入します。

　⑴　社会的に大きな反響のあった火災事例をコピーし、掲示板に掲示したり、従業員に配布する。

⑵　消防機関から配布されるポスターを掲示板に掲示し、従業員の防火・防災意識の高揚を図る。


※（防災センター要員の教育）

第７１条　管理権原者は、防災センター要員に対して、消防本部及び消防署を置く市町村において実施する講習を受けさせるものとする。なお、防火管理者は、防災センター要員の受講状況を常に把握して、計画的に受講推進するものとする。

２　防火管理者は前項の防災センター要員に対して、講習を受けた日から５年以内に防災センター要員の再講習を受講させるものとする。それ以降も同様とする。

	１　省令第３条第５項の規定に基づき、防災センター要員に対する教育は次のとおりです。

⑴　防災センター要員に対する教育は、消防本部及び消防署を置く市町村において、実施する講習を受けさせることにより行うものとします。

⑵　前号の講習は、本部講習と再講習があります。

　　なお、防災センター要員が本講習を受けた日から、５年以内に再講習を受けない場合には、受講終了証は効力を失います。当該講習を受けた日以降においても同様です。

２　省令第３条第５項の規定に基づき、同項の対象となる防火対象物の要件は、次のいずれかに該当するものです。

⑴　政令別表第一(1)から(4)項まで、(5)項イ、(6)、(9)イ及び(16)イに掲げる対象物で次のいずれかを満たすこと

　ア　地階を除く階数が１１以上で、かつ延べ面積が１０,０００㎡以上

　イ　地階を除く階数が５以上で、かつ延べ面積が２０,０００㎡以上

⑵　政令別表第一(16の2)項に掲げる防火対象物で延べ面積が１,０００㎡以上

⑶　政令別表第一(5)項ロ、(7)項、(8)項、(10)項から(15)項まで及び(16)項ロに掲げる防火対象物で地階を除く階数が１１以上であり、かつ延べ面積が１０,０００㎡以上であること。

⑷　政令別表第一に掲げる防火対象物（同表(16の3)項及び(18)項から(20)項までに掲げるものを除く。）で次のいずれかを満たすこと。

　ア　建築基準法施行令第２０条の２第２号ハの規定による中央管理室が設けられていること。

　イ　延べ面積が５０,０００㎡以上

⑸　政令別表第一(1)項から(16)項までに掲げる防火対象物で、地階の床面積の合計が５,０００㎡以上であること。


（講演会等）

第７２条　防火管理者等は、消防機関が行う講演会及び研修会等に参加するとともに従業員に対する防火講演等を随時開催するものとする。

	　防火管理者の防火管理知識、技能向上のために消防機関等が行う防火講演会に参加したり、事業所において開催する研究会等に社員を参加させる等、防火思想の普及にあたるべきことを定めます。　


（ポスター、パンフレットの作成及び掲示）

第７３条　防火管理者は、パンフレットその他の資料を作成するとともに、消防機関から配布されるポスターを見やすい場所に掲示し、防火思想の普及を図るものとする。

２　防火管理者は、警戒宣言発令時にとるべき措置について、放送、掲示物その他により適時に広報を行うものとする。

	防火対象物内に火災予防思想の普及、高揚のために、ポスター、パンフレットを通じて、従業員の防火意識の向上を図るように努めます。


第２節　訓　　練

（訓練の実施時期等）

第７４条　防火管理者は、次により訓練を行うものとする。

	訓練の種別
	実施時期
	備考

	消火訓練
	○月
○月
○月
	○月に消火器の実放射訓練を実施する。

○月に屋内消火栓の放水訓練を実施する。

	通報訓練
	○月○月○月
	

	避難訓練
	○月○月○月
	

	その他
	○月、○月
	○月に安全防護及び応急救護訓練を実施する。

	総合訓練
	○月、○月
	○月に大規模地震を想定した訓練を合わせて実施する。


⑴　訓練の実施時期

⑵　前号の訓練の実施時期に合わせ、警戒宣言発令時を想定した部分訓練を実施するものとする。

⑶　訓練の参加者

　ア　自衛消防隊員

　イ　正社員、パート、アルバイトの中から半数以上のもの

　　　（この場合、全従業員が参加できるように、ローテーションを組んで参加させるものとする。）

　※　ビル全体で実施する訓練に参加するものとする。
	　消防用設備等が完備され、自衛消防隊が組織されても実際の火災のときに実行できなければ意味がありません。各人がいつでもすぐに適切な活動ができるように訓練や教育を行っておくことが大切です。

１　消火訓練

　　特定防火対象物では、年２回以上実施すること（省令第３条第６項）が、消防法で義務づけられており、そのうち１回以上は実際に消火器から消火薬剤を放射したり、屋内消火栓から放水するなど、より実践的な訓練を行うことが必要です。

２　避難訓練

　　特定防火対象物では年２回以上実施すること（省令第３条第６項）が、消防法で義務づけられています。

３　訓練は、最低限次の回数を実施するようにします。

訓練種別

訓　　　練　　　回　　　数

特定防火対象物

非特定防火対処物

消火訓練

年２回以上

年１回以上

避難訓練

年２回以上

年１回以上

通報訓練

年１回以上

年１回以上

　（注）特定防火対象物・飲食店、百貨店など　非特定防火対象物・事務所、共同住宅

４　訓練の実施時期のポイント

　⑴　春・秋の火災予防運動期間中又はその前後

⑵　防災の日、防災週間中又はその前後

⑶　新入社員の入社時期

５⑴　訓練の参加者について、具体的に明記します。

⑵　共同防火管理に該当する場合は、上記の内容を追記します。

　　共同防火管理に該当する場合の実施時期は、協議事項に定められているビル全体で行う訓練に合わせることが必要です。


（訓練に実施結果）

第７５条　防火管理者は、自衛消防訓練の実施結果を記録して、訓練内容をチェックし、その結果を講評するとともに、指導事項については、次回の訓練に反映させる者とする。

	　訓練の終了後に、訓練の内容をチェックし検討して、次回の訓練に反映できるようにすることが必要です。

　なお、実施結果は、防火管理関係の台帳に綴じておくよう指導します。


附　則

　この計画は、平成○○年○○月○○日から施行する。
別表１　　　　　　　　　防火管理委員会構成表（例）

	
	役職名
	備考

	委員長
	代表取締役社長
	管理権原者

	副委員長
	取締役副社長
	自衛消防隊長

	副委員長
	総務部長
	防火管理者

	委　　　員
	総務課長
	総括防火管理者

	
	管財課長
	２階地区隊長

	
	秘書課長
	

	
	人事課長
	

	
	経理課長
	５階地区隊長

	
	施設課長
	自主点検検査責任者

	
	営業課長
	

	
	販売課長
	６階地区隊長

	
	保安課長
	


別表２　　　　　　　　　　火災予防のための組織編成表（例）

	防火管理者
	防火担当責任者
	火元責任者

	総務部長
	１階
	A課A課長
	A室
	A課(役職名)

	
	
	
	B室
	B課(役職名)

	
	
	
	C室
	C課(役職名)

	
	
	
	D室
	D課(役職名)

	
	２階
	B課B課長
	E室
	E課(役職名)

	
	
	
	F室
	F課(役職名)

	
	
	
	G室
	G課(役職名)

	
	
	
	H室
	H課(役職名)

	
	３階
	C課C課長
	I室
	I課(役職名)

	
	
	
	J室
	J課(役職名)

	
	
	
	K室
	K課(役職名)

	
	
	
	L室
	L課(役職名)

	
	４階
	D課D課長
	M室
	M課(役職名)

	
	
	
	N室
	N課(役職名)

	
	
	
	O室
	O課(役職名)

	
	
	
	P室
	P課(役職名)


別表３　　　　　　　　自主検査チェック票（日常）「火気関係」 

	実施責任者
	火元責任者　○○　○○
	担当区域
	２階A課B室

	日
	曜日
	実　　　　施　　　　項　　　　目

	
	
	ガス器具のホース老化・損傷
	電気器具の配線劣化・損傷
	火気設備器具の設置・使用状況
	吸殻の処理
	倉庫等の施錠確認
	終業時の火気の確認
	その他(共用部分の可燃物の有無等)

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	11

０
	
	
	
	
	
	
	
	

	12


	
	
	
	
	
	
	
	

	13


	
	
	
	
	
	
	
	

	14


	
	
	
	
	
	
	
	

	15


	
	
	
	
	
	
	
	

	16


	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	

	18


	
	
	
	
	
	
	
	

	19


	
	
	
	
	
	
	
	

	20


	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	

	22


	
	
	
	
	
	
	
	

	23


	
	
	
	
	
	
	
	

	24


	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	

	26


	
	
	
	
	
	
	
	

	27


	
	
	
	
	
	
	
	

	28


	
	
	
	
	
	
	
	

	29


	
	
	
	
	
	
	
	

	30


	
	
	
	
	
	
	
	

	31


	
	
	
	
	
	
	
	


	防火管理者

確　　　認
	


（備考）不備がある場合には、直ちに防火管理者に報告します。

（凡例）○・・良　×・・不良　 eq \o\ac(○,×)・・即時改修

別表４　　　　　　　自主検査チェック票（日常）「閉鎖障害等」

	実施責任者
	火元責任者　○○　○○
	担当範囲
	１階

	実　　施　　日　　時
	４/１　　10時
	４/１　16時
	４/２　　９時
	４/２　　18時

	実施項目
	確認箇所
	チェック状況
	チェック状況
	チェック状況
	チェック状況

	避難障害
	避難口
	南側出入口
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	
	東側出入口
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	廊下・避難通路
	北側廊下
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	
	事務所内通路
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	階段
	A階段
	 eq \o\ac(○,×)
	ダンボール箱
	○
	
	 eq \o\ac(○,×)
	ショーケース
	 eq \o\ac(○,×)
	ダンボール箱

	
	
	B階段
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	閉鎖障害
	防火戸

防火シャッター
	A階段防火戸
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	
	B階段防火戸
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	
	事務所内防火シャッター
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	操作障害等
	屋内消火栓
	A階段脇消火栓前
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	
	B階段脇消火栓前
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	
	自火報
	受信機電源スイッチ
	○
	
	 eq \o\ac(○,×)
	断
	○
	
	○
	

	備　　　　　　　考
	段ボール箱を除去防火管理者へ報告
	スイッチ復旧防火管理者へ報告
	ショーケース他を除去防火管理者へ報告
	段ボール箱を除去防火管理者へ報告

	実施責任者
	火元責任者　○○　○○
	担当範囲
	階

	実　　施　　日　　時
	
	
	
	

	実施項目
	確認箇所
	チェック状況
	チェック状況
	チェック状況
	チェック状況

	避難障害
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	閉鎖障害
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	操作障害等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　　　　　　　考
	
	
	
	


	防火管理者

確　　　認
	


（備考）不備がある場合には、直ちに防火管理者に報告します。

（凡例）○・・良　×・・不良　 eq \o\ac(○,×)・・即時改修

別表５　自主点検、検査を実施するための組織編成表

	種別
	実施区分
	点検検査員

	自主検査
	建物（構造等）
	施設課○○　○○

	
	
	施設課○○　○○

	
	防火・避難施設
	施設課○○　○○

	
	火気設備器具
	各火元責任者

	
	電気設備
	電気主任技術者

施設課○○　○○

	
	危険物施設
	危険物取扱者

施設課○○　○○

	自主点検
	消火器
	第１種消防設備点検

資格者○○　○○

　　又は

　　施設課○○　○○

	
	屋内消火栓設備
	

	
	スプリンクラー設備
	

	
	泡消火設備
	

	
	連結送水管
	

	
	自動火災報知設備
	第２種消防設備点検

資格者○○　○○

　　又は

　　施設課○○　○○

	
	ガス漏れ火災報知設備
	

	
	放送設備
	

	
	避難器具
	

	
	誘導灯
	


別表６　　　　自主検査等チェック票（建物構造／防火設備／避難施設／火気設備・器具／危険物品等）

	実施項目及び確認箇所
	検査

結果

	建物構造
	⑴　屋外階段　　各構成部材及びその結合部に、緩み・ひび割れ・腐食・老化等はないか
	

	
	⑵　手すり　　　支柱が破損・腐食していないか。取付部に緩み・浮きはないか。
	

	
	⑶　消防隊非常用進入口は表示されているか。また、進入障害はないか。
	

	防　　火　　設　　備
	⑴　外壁の構造　①　外壁の耐火構造等に損傷はないか。

　　及び開口部　②　外壁の近く及び防火戸の内外に防火上支障となる可燃物の堆積がないか。　　　　　　

　　　　　　　　③　防火戸は円滑に開閉できるか。
	

	
	⑵　防火区画　　①　防火区画を構成する壁、天井に破損はないか。

　　　　　　　　②　階段内に配管、ダクト、電気配線等が貫通していないか。

　　　　　　　　③　自動閉鎖装置(ドアチェック等)付の防火戸等のくぐり戸が最後まで閉まるか。

　　　　　　　　〔確認要領〕　・常時閉鎖式は最大限まで開放して閉まるのを確認する。　

・煙感知器連動閉鎖式は、防火戸を止めているマグネット等を手動により外し自動的に閉鎖するのを確認する。

　　　　　　　　④　防火シャッターの降下スイッチを作動させ、防火シャッターが最後まで降下するか。

⑤　防火戸・防火シャッターが閉鎖した状態で、隙間が生じていないか。
	

	避　難　施　設
	⑴　廊下・通路　①　有効幅員が確保されているか。
	

	
	⑵　階段　　　　①　手すりの取付部の緩みと手すり部分の破損がないか。

　　　　　　　　②　階段室の内装は、不燃材料となっているか。

　　　　　　　　③　非常用照明がバッテリー等で点灯するか。
	

	
	⑶　避難階の避　①　扉の開放方向は、避難上支障はないか。

　　難口　　　　②　避難扉の錠は、内部から容易に開けられるか。　　　

　　（出入口）　③　避難階段等に通ずる出入口の幅は適切か。

　　　　　　　　④　避難階段等に通ずる出入口・屋外への出入口の付近に障害物はないか。
	

	火気設備・器具
	⑴　厨房設備　　①　可燃物品からの保有距離は適正か。

　　（大型レン　②　ガス配管は、亀裂、老化、損傷していないか。　

　　ジ、フライ　③　油脂分を発生する器具の天蓋及びグリスフィルターは清掃されているか。

ヤー等）　　　　　　　

　　ガスコンロ　④　ダクトは清掃されているか。

　　湯沸し器　　⑤　燃焼器具の周辺部に炭化しているところはないか。
	

	
	⑵　ガス・石油　①　自動消火装置は、適正に機能するか。

　　ストーブ　　②　火気周囲は、整理整頓されているか。
	

	電　気　設　備
	⑴　変電設備　　①　電気主任技術者等の資格を有する者が検査を行っているか。

　　　　　　　　②　変電設備の周囲に可燃物を置いていないか。

　　　　　　　　③　変電設備に異音、加熱はないか。
	

	
	⑵　電気器具　　①　タコ足の接続を行っていないか。

　　　　　　　　②　許容電量の範囲内で電気器具を適正に使用しているか。

　　　　　　　　③　配線は亀裂、劣化、損傷していないか。　　

　　　　　　　　④　配線に折れ曲がり箇所や束ねられた箇所はないか。
	

	危　険　物　品　等
	⑴　少量危険物　①　標識は掲げられているか。

　　　　　　　　②　掲示板(類別・数量等)には、正しく記載されているか。

　　　　　　　　③　換気設備は適正に機能しているか。

　　　　　　　　④　容器の転倒、落下防止措置はあるか。

　　　　　　　　⑤　整理清掃状況は適正か。

　　　　　　　　⑥　危険物の漏れ、あふれ、飛散はないか。

　　　　　　　　⑦　屋内タンク、地下タンクの場合に、通気管のメッシュに亀裂等はないか。
	

	
	⑵　指定可燃物　①　標識は掲げられているか。

　　貯蔵取扱所　②　貯蔵取扱所周囲に火気はないか。

　　　　　　　　③　整理整頓（集積）の状況は良いか。
	

	他
	⑴　火気管理　　①　「禁煙」、「火気厳禁」、「危険物品持ち込み厳禁」の標識が掲げられているか。
	

	検査実施者氏名
	検査実施日
	検査実施者氏名
	検査実施日
	防火管理者確認

	構造関係　　　　　　

防火関係

避難関係
	年　月　日

年　月　日

年　月　日
	火気設備・器具

電気設備

危険物施設等
	年　月　日

年　月　日

年　月　日
	


(備考)不備・欠陥がある場合は、直ちに防火管理者に報告します。(凡例)○：良、×：不備・欠陥、△：即時改修
別表７　　　　　　　　　　　　　　　自主検査等チェック票（消防用設備）

	実施設備
	確認箇所
	点検

結果

	消火器

（　年　月　日実施）
	⑴　安全栓が外れていないか。安全栓の封が脱落していないか。
	

	屋内消火栓設備

泡消火設備（移動式）

（　年　月　日実施）
	⑴　消火栓扉は確実に開閉できるか。

⑵　ホース、ノズルが接続され、変形、損傷はないか。

⑶　表示灯は点灯しているか。
	

	スプリンクラー設備

（　年　月　日実施）
	⑴　散水の障害はないか。（例：物品の集積など）

⑵　間仕切り、棚等の新設による未警戒部分はないか。

⑶　送水口の変形及び操作障害はないか。

⑷　スプリンクラーのヘッドに漏れ、変形はないか。

⑸　制御弁は閉鎖されていないか。
	

	水噴霧消火設備

（　年　月　日実施）
	⑴　散水の障害はないか。（例：物品の集積など）

⑵　間仕切り、棚等の新設による未警戒部分はないか。

⑶　管、管継手に漏れ、変形はないか。
	

	泡消火設備（固定式）

（　年　月　日実施）
	⑴　泡の分布を妨げるものがないか。

⑵　間仕切り、棚等の新設による未警戒部分はないか。
	

	不活性ガス消火設備

ハロゲン化物消火設備

粉末消火設備

（　年　月　日実施）
	⑴　起動装置又はその直近に防護区画の名称、取扱方法、保安上の注意事項等が明確に表示されているか。（手動式起動装置）

⑵　手動式起動装置の直近の見やすい箇所に「不活性ガス消火設備」、「ハロゲン化物消火設備」、「粉末消火設備」の表示が設けてあるか。

⑶　貯蔵容器の設置場所に標識が設けてあるか。
	

	屋外消火栓設備

（　年　月　日実施）
	⑴　使用上の障害となる物品はないか。

⑵　消火栓扉の表面には、「消火栓」又は「ホース格納箱」と表示されているか。
	

	動力消防ポンプ設備

（　年　月　日実施）
	⑴　常置場所の周囲に、使用の障壁となるような物がないか。
	

	自動火災報知設備

（　年　月　日実施）
	⑴　表示灯は点灯しているか。

⑵　受信機の周辺に警戒区域表を示した図面を備えているか。

⑶　用途変更、間仕切り変更による未警戒部分がないか。

⑷　感知器の破損、変形、脱落はないか。
	

	ガス漏れ火災警報設備

（　年　月　日実施）
	⑴　表示灯は点灯しているか。

⑵　受信機のスイッチは、ベル停止となっていないか。

⑶　用途変更、間仕切り変更、ガス燃焼機器の設置場所の変更等による未警戒部分がないか。

⑷　ガス漏れ検知器に変形、破損、腐食等はないか。
	

	漏電火災警報器

（　年　月　日実施）
	⑴　電源表示灯は点灯しているか。

⑵　受信機の外形に変形、破損、腐食等がなく、油煙、ホコリ、錆等で固着していないか。
	

	非常ベル

（　年　月　日実施）
	⑴　表示灯は点灯しているか。

⑵　操作上障害となる物がないか。

⑶　押ボタンの保護版に破損、変形、損傷、脱落等はないか。
	

	放送設備

（　年　月　日実施）
	⑴　放送ができるか。
	

	避難器具

（　年　月　日実施）
	⑴　避難に際し、容易に接近できるか。

⑵　格納場所の付近に物品等が置かれ、避難器具の所在がわかりにくくなっていないか。

⑶　開口部付近に書棚、展示台等が置かれ、開口部をふさいでいないか。

⑷　降下する際に障害となるものがなく、必要な広さが確保されているか。

⑸　標識に変形、脱落、汚損がないか。
	

	誘導灯

（　年　月　日実施）
	⑴　改装等により、設置位置が不適正になっていないか。

⑵　誘導灯の周囲には、間仕切り、衝立、ロッカー等があって、視認障害となっていないか。

⑶　外箱、及び表示面は、変形、損傷、脱落、破損等がなく、かつ適正な取付状態であるか。

⑷　不点灯、ちらつき等がないか。
	

	消防用水

（　年　月　日実施）
	⑴　周囲に樹木等使用上の障害となる物がないか。

⑵　道路から吸管投入口又は採水口までに消防自動車の進入通路が確保されているか。

⑶　地下式の防火水槽、池等は、水量が著しく減少していないか。
	

	連結散水設備

（　年　月　日実施）
	⑴　送水口の周囲は、消防自動車の接近に支障がないか。また、送水活動に障害となるものはないか。

⑵　送水口に変形、損傷、著しい腐食等がないか。

⑶　散水ヘッドの周囲には、散水を妨げる広告物、棚等の障害物がないか。
	

	連結送水管

（　年　月　日実施）
	⑴　送水口の周囲は、消防自動車の接近に支障がないか。また、送水活動に障害となるものはないか。

⑵　送水口に変形、損傷、著しい腐食等がないか。

⑶　放水口の周囲には、ホースの接続や延長等の使用上の障害となる物がないか。

⑷　放水口を格納する箱は、変形、損傷、腐食等がなく扉の開閉に異常がないか。
	

	非常コンセント設備

（　年　月　日実施）
	⑴　周囲に使用上障害となる物がないか。

⑵　保護箱は変形、損傷、腐食等がなく扉の開閉に異常がないか。

⑶　表示灯は点灯しているか。
	

	排煙設備

（　年　月　日実施）
	⑴　起動装置の付近に操作の障害となる物がないか。
	


(備考)不備・欠陥がある場合は、直ちに防火管理者に報告します。（凡例）○：良、×：不備・欠陥、△：即時改修

別表８　　　　　　　　　　　　　　　消防用設備等点検計画表

	　　　　　　点検実施年月日

　　　　　　及び点検の区分　

　消防用設備等の種類　　
	点検実施月日

	
	機器点検
	総合点検

	消火器
	１月

７月
	

	屋内消火栓設備
	１月

７月
	７月

	スプリンクラー設備
	１月

７月
	７月

	自動火災報知設備
	１月

７月
	７月

	ガス漏れ火災報知設備
	１月

７月
	７月

	放送設備
	１月

７月
	７月

	避難器具（救助袋）
	１月

７月
	７月

	誘導灯
	１月

７月
	

	連結送水管
	１月

７月
	７月

	排煙設備
	１月

７月
	７月

	自家発電設備
	１月

７月
	７月


※消防用設備等の点検を点検業者と契約している場合

	点検設備業者
	○○○○消防設備㈱

	住　　所
	○○市○○、○○番○○号

	電話番号
	○○○○（○○）○○○○


別表９　　　　　　　　　　　自衛消防隊の編成と任務（その１　本部隊）

	自衛消防隊本部長　代表取締役社長　（自衛消防隊に対する指揮、命令、監督等を行う。）

自衛消防隊長　　　取締役副社長　　（自衛消防隊本部長が不在のときは、その任務を代行する。）

自衛消防副隊長　　防火管理者　　　（隊長を補佐し、隊長が不在のときは、その任務を代行する。）

	本部隊の編成(平常時)
	平常時の任務
	警戒宣言発令時の組織編制
	警戒宣言発令時の任務

	指　揮　班
	班長

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○


	１　隊長、副隊長の補佐

２　自衛消防本部の設置

３　地区隊への命令の伝達及び情報の収集

４　消防隊への情報の提供及び災害現場への誘導

５　その他指揮統制上必要な事項　
	指揮班は、情報収集班として編成する。
	１　報道機関等により判定会招集情報及び警戒宣言発令に関する情報を収集し、本部長に連絡する。

２　周辺地域の状況を把握する。

３　放送設備,掲示板,携帯等拡声器等により在館者に対する周知を図る。

４　食料品,飲料水,医薬品等及び防災資機材の確認をする。

５　在館者の調査

６　その他

	連絡通報班
	班長

○○○○

○○○○

○○○○


	１　消防機関への通報及び通報の確認

２　管内への非常放送及び指示命令の伝達

３　関係者への連絡(緊急連絡一覧表)
	通報連絡班は、情報収集班として編成する。
	

	消火班
	班長

○○○○

○○○○

○○○○


	１　出火階に直行し、屋内消火栓による消火作業に従事

２　地区隊が行う消火作業への指揮指導

３　消防隊との連携及び補佐
	消火班は、点検措置班として編成する。
	　建物構造,防火・避難施設,電気,ガス,エレベーター,消防用設備等,危険物の点検及び保安の措置を講ずる。

	避難誘導班
	班長

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○
	１　出火階及び直上階に直行し,避難開始の指示命令の伝達

２　非常口の開放及び開放の確認

３　避難上障害となる物品の除去

４　未避難者,要救助者の確認及び本部への報告

５　ロープ等による警戒区域の設定
	避難誘導班は、平常時と同様の編成とする。
	混乱防止を主眼として,退館者の案内及び避難誘導を行う。

	安全防護班
	班長

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○


	１　火災発生地区へ直行し、防火シャッター,防火戸,防火ダンパー等の閉鎖

２　非常電源の確保,ボイラー等危険物施設の供給運転停止

３　エレベーター,エスカレーターの非常時の措置
	安全防護班は,点検措置班として編成する。
	上記の消火班の任務と同じ。

	救　護　班
	班長

○○○○

○○○○


	１　応急救護所の設置

２　負傷者の応急処置

３　救急隊との連携,情報の提供
	救護班は、情報収集班として編成する。
	上記の指揮班と通報連絡班の任務と同じ。


別表９－２　　　　　　　自衛消防隊の編成と任務（その２　地区隊）（例）

	地　　　　区　　　　隊　　　　長

（担当区域の初動措置の指揮体制を図るとともに自衛消防隊長(本部)への報告連絡を行う。）

	地区隊の編成（平常時）

	１階地区隊長　　　　　　通報連絡担当　　　　　　　３階地区隊長　　　　　　通報連絡担当　　　　　　

　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　消火担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消火担当

○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　避難通動担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　避難通動担当

　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　安全防護担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全防護担当

　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　救護担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　救護担当

　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２階地区隊長　　　　　　通報連絡担当　　　　　　　５階地区隊長　　　　　　通報連絡担当　　　　　　

　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　消火担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消火担当

○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　避難通動担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　避難通動担当

　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　安全防護担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全防護担当

　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　　　　　　　　　　　救護担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　救護担当

　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○・○○○○

　　



	平　　常　　時　　の　　任　　務
	警戒宣言発令時

の組織編制
	警戒宣言発令時の任務

	通報連絡担当
	防災センターへの通報及び隣室各室への連絡
	通報連絡担当は、情報収集担当として編成する。
	　テレビ、ラジオ等により情報を収集する。

	消火担当
	消火器等による初期消火及び本部隊消火班の誘導
	消火担当は、点検担当として編成する。
	担当区域の転倒、落下防止措置を講ずる。

	避難誘導担当
	出火時における避難者の誘導
	避難誘導担当は、平常時と同様の編成とする。
	本部の指揮により、避難誘導を行う。

	安全防護担当
	水損防止、電気、ガス等の安全措置及び防火戸、防火シャッターの操作
	安全防護担当は、点検担当として編成する。
	上記の消火担当と同じ。

	救護担当
	負傷者に対する応急処置
	救護担当は、応急措置担当として編成する。
	危険箇所の補強、整備を行う。


別表１０　　　　　　　　　　休日、夜間の自衛消防組織編成表（例）

１　休日の指揮体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　防災センター勤務員　　　　　　　　　　　通報連絡担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○名)

消火担当

自衛消防本部隊

指揮者

消防・防災設備要員　　　　　　　　　　　消火担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○名)

安全防護担当

防災センター

警備日直責任者　　　　　　　　　　※　休日出勤者も、自衛消防活動を行うものとする。

１　防災センターへの通報連絡

２　初期消火

２　夜間の指揮体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　防災センター勤務員　　　　　　　　　　　通報連絡担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○名)

消火担当

自衛消防本部隊

指揮者

消防・防災設備要員　　　　　　　　　　　消火担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(○名)

安全防護担当


防災センター　　　　　　　　　駐車場要員　　　　　　　　　　　　　　　消火担当

警備日直責任者　　　　　　　　　　　(○名)

※　夜間の残業者も、自衛消防活動を行うものとする。

１　防災センターへの通報連絡

２　初期消火

別表１１　　　　　　　　　警戒宣言発令時の時差退社等計画表（例）

	課　　　名

（事業所名）
	○○課

	人　　　数
	○○人

	警戒宣言発令時

の営業方針
	・　営業を中止する　　　　　　　　直ちに
· 終業時刻まで営業する。　　　（○時○○分まで）
・　終業時刻まで一部営業する。　（○時○○分まで）

	警戒宣言発令後

の人数の状況
	・　全員を帰宅させる。

・　保安要員○人を残し、○人を帰宅させる。

・　営業のため、○人を残し、○人を帰宅させる。

	グループ別
	退　社　予　定　時　刻　帯
	退社予定人員

	
	日中に発令
	夕方に発令
	

	第１グループ
	発令から

○時間○分後
	発令から

○時間○分後
	○人

	第２グループ
	発令から

○時間○分後
	発令から

○時間○分後
	○人

	第３グループ
	発令から

○時間○分後
	発令から

○時間○分後
	○人

	第４グループ
	発令から

○時間○分後
	発令から

○時間○分後
	○人

	第５グループ
	発令から

○時間○分後
	発令から

○時間○分後
	○人

	徒歩帰宅

グループ
	○○　○○　　　　　○○　○○　　　　　○○　○○

○○　○○　　　　　○○　○○　　　　　○○　○○


別表１２　　　　　　　　　　　　防火管理業務の委託状況表　　　（平成○○年○○月○○日）

	防火対象物名称
	
	※用途
	

	管理権原者氏名
	
	※管理者区分
	所・管・占

	防火管理者氏名
	
	※選任区分
	単独　共同　重複

	再受託者の有無
	

	受託者の氏名及び住所等

	〔法人にあっては名称及び主たる事務所の所在地〕
	受託者が再委託する場合記入

	氏　名（名称）

住所（所在地）

電話番号

担当事務所

所在地

電話番号

〔教育担当者講習修了者氏名〕

〔講習終了証番号〕

〔教育計画〕
	○○○管理㈱　代表取締役　○○○○

福岡市○○町○○、○○番地

０９２－○○－○○○○

久留米営業所

久留米市○○、○○番地

０９４２－○○－○○○○

○○　○○

○○○○○

○月と○月に実施する。
	○○警備㈱

代表取締役　○○○○

久留米市○○、○○番地

０９４２－○○－○○○○

瀬高営業所

みやま市瀬高町○○、○○番地

０９４４－○○－○○○○

○○　○○

○○○○○

○月と○月に実施する。

	受託者の行う防火管理業務範囲及び方法
	常　駐　方　式
	範　　囲
	□　火気使用箇所の点検監視業務

□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

□　火災が発生した場合の初動措置

　□　初期消火　□　通報連絡　□　避難誘導

　□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

□　周囲の可燃物の管理

□　その他（　　定期的な巡回　　）
	□　同左

□　同左

□　同左

　□初期消火　□通報連絡　

□避難誘導　　□その他

□　同左

□　その他（巡回警備）　

	
	
	方　　法
	常駐場所
	１階防災センター
	地下１階監視室

	
	
	
	常駐人員
	営業時間内
	常時１名

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	全域
	全域

	
	
	
	委託する時間帯
	24時間体制
	8時○○分～18時○○分まで

	
	巡　回　方　式
	範　　囲
	□　巡回による火気使用箇所の点検等監視業務

□　火災が発生した場合の初動措置

· 初期消火　□　通報連絡　□　その他（　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　）
	□　同左

□　同左

　□　初期消火　□　通報連絡　

□　その他

□　同左

	
	
	方　　法
	巡回回数
	
	

	
	
	
	巡回人員
	
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	
	

	
	
	
	委託する時間帯
	
	

	
	遠　隔　移　報　方　式
	通　報　登　録　番　号
	
	

	
	
	範　　囲
	□　火災異常の遠隔監視及び現場確認作業

□　火災が発生した場合の初動措置

· 初期消火　□　通報連絡　□　その他（　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　）
	□　同左

□　同左

· 初期消火　□通報連絡　

□　その他

□　同左

	
	
	方　　法
	現場確認要員の待機場所
	
	

	
	
	
	到着所要時間
	
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	
	

	
	
	
	委託する時間帯
	
	


（備考）１　｢受託者の行う防火管理業務の範囲｣については該当する項目の□にレ印をふすこと。

　　　　２　※欄は記入しないこと。

別記１放送分

１　放送文例（火災時）

　

⑴　暗号放送文例

　　　自衛消防隊員や従業員のみにわかる暗号文による放送

　　　「ハワイ観光団の皆さん、時間ですので至急○○階エレベーター前へおいでください。」

⑵　一般向け放送文例

　　「お客様にお知らせいたします。

　　　○階の○○で火災が発生しました。

　　　係員の指示に従い、○○側の階段を使って避難してください。」

２　放送文例（地震時）

　

⑴　自衛消防隊員や従業員のみにわかる暗号文による放送

　

ア　地震予知判定会招集時

　　　「東海視察団の御一行がまもなくご到着になります。関係者の方は○○にお集まりください。」

　

イ　警戒宣言発令情報

　　　「東海視察団の御一行が到着いたしました。関係者の方は、至急○○にお集まりください。」

⑵　一般向け放送文例

　

ア　地震予知判定会招集時

　　　「お客様に地震予知情報をお知らせいたします。

　　　　只今、東海地震に関する判定会が招集されたとのニュースが入りました。

　　　　この判定会は、東海地方の地震観測データーに異常が現れ、これが大地震に結びつくかどうかを地震の専門家により判定するものです。

　　　　この結論が出るまでには、あと数時間程度かかる見込みです。今のところ、地震が発生するおそれがあるかどうかは、わかっておりませんが、詳しい情報が入り次第、お知らせいたします。」

　

イ　警戒宣言発令情報

　　　「お客様にお知らせいたします。

　　　　本日、○時○分、東海地震についての警戒宣言が発令されました。

　　　　警戒宣言の内容は。只今から数時間から２～３日以内に東海地方を中心とする地震が発生するおそれがあるとのことです。

　　　　本日の興行は、中止といたしますので、係員の誘導に従い、落ち着いて、ご退場ください。」

別記２　　　　　　　　　　　　ガス漏れ事故防止対策

第１節　日常におけるガス漏れ事故防止対策

（ガス会社が行う定期点検等の立会い）
第１条　防火管理者等は、ガス会社等が行う定期点検に立会い、状況の確認に努める。

（ガス施設に関する資料及び資機材の整備点検）

第２条　防火管理者は、ガスによる事故を考慮し、ガス配管図面、設備器具設置図及びガス漏れ検知器等の資機材を防災センターに配置する。

２　前項の資機材は、点検整備しておく。

第２節　ガス漏れ時の応急措置対策

（ガス漏れ覚知時の措置）

第３条　防火管理者は、ガス漏れの通報又はガス漏れ火災警報設備等の作動によりガス漏れを覚知した場合は、次に定める必要な措置をとる。

⑴　ガス臭気の通報があった場合、防災センター勤務員は、ガス漏れ場所のガス臭気の程度及び行った措置等について聴取し、必要に応じて放送する。

⑵　防災センター勤務員は、ガス漏れ火災警報設備等の作動したことを放送する。また、検知器の作動したところの従業員等は、、その状況を防災センターに報告する。

⑶　ガス臭気の通報があった場合、防災センター勤務員は、ガス漏れ検知器等を携帯し、直ちにガス漏れ区域に直行し、その状況を防災センターに報告する。

（通報連絡）
第４条　防災センター勤務員は、ガス漏れを確認後、直ちに○○ガス○○営業所（電話番号○○○○（○○）○○○○）及び消防機関（１１９番）へ通報するとともに、自衛消防隊長に報告し、放送設備により必要に応じた周知手段をとる。

（火気設備器具の使用停止と喫煙等の禁止）
第５条　防災センター勤務員は、ガス漏れが発生又は爆発した場合、下記の内容を放送する。

⑴　ガス器具のほか、電熱器を含むすべての裸火の使用禁止

⑵　喫煙の禁止

⑶　スイッチ操作の禁止

⑷　電動シャッター等の操作及び火花を生ずるおそれのある作業又は行為の禁止

（避難誘導）
第６条　ガス漏れが発生又は爆発した場合、自衛消防隊長は時機を失することなく顧客に避難の指示をするとともに、火災時の自衛消防活動と同様の避難誘導態勢をとる。

（緊急遮断弁等の閉止）

第７条　ガス会社の職員又は消防隊到着以前の緊急遮断弁等の閉止は、次の場合とする。

⑴　火災が延焼拡大中である場合

⑵　爆発事故があって、ガス配管が損傷している可能性がある場合

⑶　広い範囲にわたってガス臭気があり、多量のガス漏れのおそれがある場合

⑷　救助救急活動が必要な場合

⑸　その他

２　緊急遮断弁等の閉止は、自衛消防隊長が事故状況を総合的に判断して決定し、操作は防災センター勤務員が行う。ただし、夜間、休日等の場合は、防災センター勤務員の責任者がこれを判断し決定する。

３　緊急遮断弁等を閉止した場合、防災センター勤務員は、次の措置を実施する。

　⑴　遮断弁を閉止したことを、ビル内に放送し、伝達するとともに関係機関へ通報する。

⑵　一旦停止した遮断弁は、安全が確認されるまで開放しない。

（漏えいガスの排除）
第８条　漏えいガスの排除にあたっては、窓等の開放による自然換気を原則として拡散排除に努める。

（立入禁止区域の設定）
第９条　立入禁止区域を設定する時期及び範囲、設定要領については、次による。

⑴　立入禁止区域を設定する時期は、ビル内のガス漏れの状況及び避難状況を勘案してできる限り早い時期に設定する。

⑵　立入禁止区域の範囲は、避難を指示した範囲とし、その区域にある出入口付近等爆発による影響があると思われる部分を判断のうえ、禁止区域を設定する。

⑶　立入禁止区域の設定にあたっては、ロープ及び標識等により表示し、区域を明示する。

（消防隊及びガス会社への情報提供）

第１０条　消防隊及びガス会社の社員が到着したときは、事故内容及び措置についての情報を次により提供する。

⑴　漏えい箇所のガス濃度及び拡散範囲

⑵　爆発の有無、発生箇所および被害の状況

⑶　緊急遮断等ガス供給停止の有無及び停止箇所

⑷　火気使用設備器具等の使用停止及び電源遮断の状況

⑸　避難誘導の状況

⑹　死傷者及び逃げ遅れた者の有無と人数

⑺　自衛消防隊の活動状況

（緊急遮断弁を閉止した場合における復旧の際の留意事項）
第１１条　緊急遮断弁を閉止した場合、ガスを使用している施設にあっては、次の事項を遵守しなければなならない。

⑴　器具栓、元栓及びメーターコックをすべて閉止し、ガス会社の許可があるまでこれを操作してはならない。

⑵　関係機関又は防災センターからの指示があるまで、一切の火気を使用しない。

第３節　教育及び訓練

（教育の実施）
第１２条　ガス漏れ事故防止対策の教育は、防災教育の時期に合わせて実施するものとし、実施内容は次による。

⑴　ガス爆発の影響範囲に関する知識

⑵　ガス漏えい時の措置

⑶　ガス漏れ火災警報設備の機能

⑷　ガス漏れ検知器の取扱要領

⑸　緊急遮断弁の位置及び閉止の基準等

⑹　その他必要な事項

（訓練の実施）

第１３条　ガス漏れ事故防止対策の訓練は、自衛消防訓練の時期に合わせて実施するものとし、実施内容は次による。

⑴　通報伝達　

⑵　爆発防止措置　

⑶　顧客等の避難誘導

⑷　ガス漏えい箇所の確認　

⑸　緊急遮断弁の閉止操作　

⑹　立入禁止区域設定

⑺　救助、救急　

⑻　救護所の設営及び負傷者の状況等情報収集、報告　

⑼　その他

別記３　　　　　　　　　　　　　　　防火管理業務実施計画

	「消防計画」に基づき、○○○○㈱の防火担当責任者○○　○○及び従業員は、当事業所において下記事項を適正に実施します。

１　防火担当責任者は、消防用設備等の自主点検及び火気関係並びに避難施設関係の概ね次の項目について、自主検査をします。

　⑴　廊下、階段に避難障害となる物品を置いていないか。

⑵　防火戸の周囲に閉鎖障害となる物品を置いていないか。

⑶　ガス器具等のホースに老化・損傷はないか。

⑷　電気器具の配線に老化・損傷はないか。

⑸　電気器具はタコ足配線となっていないか。

⑹　タバコの吸殻の処理は適切か。

⑺　終業時に火気の確認は行ったか。

２　火災等の災害発生時は、下記の表に基づき行動します。

防火管理者　　　　　通報連絡担当　・１１９番通報をする。

○○　○○　　・防火管理者に連絡をする。

防火担当責任者　　　初期消火担当　・水バケツ、消火器等による初期消火をする。

○○　○○　　　　　　　　　

○○　○○

避難誘導担当　・従業員等を安全な場所に誘導する。

○○　○○

○○　○○

３　建物内の他の部分から火災が発生した場合は、防火管理者の指揮の下に相互に連絡・協議して自衛消防活動を行います。

４　防災教育

　　防火担当責任者は、「防火の手引き」などを作成し、必要の都度、従業員等に教育を行います。

５　休日・夜間等に火災等が発生した場合の緊急連絡先

　　氏名　○○　○○　　電話番号　○○○○－○○－○○○○　


別記４　　　　　　「集客施設等におけるパニック防止７つのポイント」作成資料

	①情報収集方法
	（ポイント１）施設内・外の安全・安心情報を迅速、的確に収集する。

	
	（収集内容）　施設内・外の被害情報、火災の有無、鉄道・道路の被害・運行状況、帰宅支援情報、

情報取得方法など個別的な情報を得るための情報等を収集する。

（収集方法）　施設内：　巡回による確認の徹底、携帯電話等による迅速な報告、テナントビルに

ついては被害情報連絡責任者の設置

施設外：ア　市町村・交番・消防署

　　　　　　　　　　　イ　メディアからの収集（テレビ・ラジオ＝マス・メディア各局とともに、

コミュニティ局からも収集する。）

　　　　　　　　　　　ウ　インターネット（各都道府県の防災ホームページ）、パソコン通信等

　　　　　　　　　　　エ　高層ビルの上部階など近隣施設と連携した情報収集体制の構築、連絡

員の派遣

	②情報提供方法
	（ポイント２）　安全・安心情報を、施設内の買物客等に適時・的確に提供するとともに、施設外の通行人に対しても可能な限り提供する。

	
	（提供内容）　施設内・外の被害情報、火災の有無、鉄道・道路の被害・運行状況、帰宅支援情報、

情報取得方法など個別的な情報を得るための情報のほか、災害発生時の行動要領を提

供する。

（提供手段）ア　平　常　時　公演・上演の前の事前案内

　　　　　　イ　地震発生時　テレビ・ラジオ等の館内放送、校内放送、連絡ボード、情報連絡員、

インフォメーションの設置、掲示、拡声器、非常放送設備

	③避難誘導　　　　　　　場所
	（ポイント３）　状況に応じて、施設内又は施設外に安全に避難誘導する場所を確保する。　

	
	（誘導場所）　状況に応じて

　　　　　　ア　施設内で、余震、火災等からの身の安全を図れる場所（例：宴会場、ロビー）

　　　　　　イ　施設外で、一時集合場所、避難場所など安全に誘導できる場所を定めておく必要

がある。

	④避難誘導方法
	（ポイント４）　避難者が不安を持たず、安全確保のために適切に行動できるように避難誘導する

とともに、その後の帰宅行動が一時に集中することのないよう働きかける。

	
	（誘導方法）ア　避難誘導担当が避難場所先まで誘導する。地図を配布する。

　　　　　　イ　避難誘導線の安全を確認の上、避難誘導する。

　　　　　　ウ　子供、お年寄り、女性など災害弱者となる人々が多く利用していることに配慮し

た避難誘導を行う。

（誘導設備）　避難口・避難階段を明示した館内図の掲示、避難場所等の掲示、構内放送、連絡ボ

ードの設置、インフォメーションの設置、包装紙への掲載

（誘導道具）　構内放送、拡声器、非常放送設備、懐中電灯

	⑤安否確認方法の周知
	（ポイント５）　通信手段の確保状況に配慮しつつ、家族等との安否確認方法を周知する。

	
	（周知内容）　通信手段の確保状況に配慮しつつ、日本電信電話㈱「災害伝言ダイヤル」を周知す

る。

（周知手段）ア　平常時　公演前・上演前の事前案内、リーフレットの配布

　　　　　　イ　地震発生時　構内放送、連絡ボードの設置

	⑥相談,救護　保護方法
	（ポイント６）　施設内のけが人の救護、病弱者、子供・お年寄りの保護を行うほか、施設外の被

災者に対しても可能な限り救護、保護を行う。

	
	（相談、救護 ア　相談・案内体制を作る。

保護法法） イ　水・食料、トイレ、救護体制を確保する。（施設内診療所、厚生施設の提供）。

なお、本格的な医療救護は県及び市が、一定期日以後の保護については市が行う。　

	⑦事業所施設間の連携
	（ポイント７）　施設間で相互に助け合う。

	
	（連携ルール）　地域の集客施設等間で、避難する場所の相互提供、水・食料の相互支援、情報交

換体制を築く。


別紙１　　　　　　　　　　　防災の手引き（新入社員用）

	〔消防計画について〕

　○○○○　の消防計画を熟読し、内容をよく把握しておいてください。

〔消火器について〕

　１　消火器の設置場所を覚えてください。

　　　消火器が設置されている場所を自分の持ち場から近い順に２か所以上覚えてください。

　２　消火器の使い方を覚えてください。

　　　使い方は消火器の本体に明示されていますので、必ず確認して操作手順を覚えてください。

〔火気設備器具について〕

　１　火気設備器具の周辺には、よく整理清掃して可燃物を接して置かないでください。

　２　火気設備器具は、常に監視できる状態で使用し、その場を離れるときは必ず消してください。

　３　火気設備器具にある取り扱い上の注意事項を守り、故障または破損したままで使用しないでください。

　４　地震時には、火気設備器具の使用を中止してください。

　５　終業時には、火気設備器具の点検を行い、安全を確認してください。

〔喫煙について〕

　１　喫煙は、指定された場所で、吸殻入れを用いて喫煙してください。

　２　タバコの吸殻は、必ず水の入ったバケツなどに捨て、可燃ごみの中には絶対に入れないでください。

　３　終業時には、吸殻の処理（水の入ったバケツに捨てる）を確実に行ってください。

〔危険物の取り扱いについて〕

　１　危険物（シンナー、ベンジンなど）を使用するときは、防火管理者の承認を受けてください。

　２　危険物を使用するときは、小分けして使用し、容器の蓋は常に閉め、火気に中止してください。

〔避難施設の維持管理について〕

　１　避難口、廊下、階段、避難通路には、避難障害となる設備を設けたり、物品を置かないでください。

　２　防火戸の付近には、常に閉鎖の障害となる物品を置かないでください。

〔放火防止対策について〕

　１　建物の外周部及び敷地内には、ダンボール箱等の可燃物を放置しないでください。

　２　倉庫、更衣室など使用しないときは、施錠しておきましょう。

　３　ゴミ類の廃棄可燃物は、定められた時間に、指定場所に持って行きましょう。

〔火災時の対応〕

　１　通報連絡

　　　１１９番に連絡します。（火災か救急かの種別、所在、目標、火災の内容など）

　　　防火管理者に連絡します。

　２　消火活動

　　　消火器等を使って、消火活動を行います。

　３　避難誘導

　　　避難口（出入口）を開放し、避難口までお客を誘導します。

〔地震時の対応〕

　１　火の始末を行ってください。　

　　　揺れを感じたら、火気設備器具の直近にいる者は、すぐに火を消してください。

　２　身の安全を図ってください。

　　　蛍光灯、ガラス製品、窓等の近くから離れてください。

〔その他〕

　１　厨房の天蓋やダクトに油かすが溜まることがないように、グリスフィルター等は定期的に清掃してください。（厨房がある店舗等）
　２　サウナ室内の熱源周辺の下地板が、熱により異常に変色していないか定期的に確認してください。（サウナが設置してある施設等）
　３　飲酒しているお客が多いので、喫煙管理を徹底してください。（飲酒させる店又は酔客を収容する施設等）
　４　酩酊客を優先して避難誘導してください。（飲酒させる店又は酔客を収容する施設等）




別紙１－２　　　　　　　　　　　　各用途の特性

	　　その他欄の例示のほか、下記に掲げた各用途別の特性を参考にして、事業所の実態に応じて実施する内容を、その他欄の下線を引いた部分に記入します。

	１　劇場、映画館、公会堂等（政令別表第１(1)項）

　○　舞台及び客席は、喫煙、裸火使用、危険物品持込みが禁止されていますので、持ち込まないようにしてください。

· 楽屋の喫煙管理を徹底してください。

· 定員以上のお客を入れないようにしてください。

２　キャバレー、ナイトクラブ等（政令別表第１(2)項イ）

　○　ソファー、いすの背もたれ等に、タバコの火種が落下していないか、閉店後確認してください。

　○　カーテン等により、非常口が見えなくなることのないようにしてください。

　○　従業員の対応に不満を持ち放火されることもあるので、トラブルがあった場合は、監視を強化してください。

　○　火災発生時には、直ちに音楽放送を中止してください。

３　遊技場等（政令別表第１(2)項ロ）

　○　吸殻がむやみに捨てられやすいので、吸殻の回収は、一定時間ごとに行い、他のゴミと一緒に処理しないように分別処理してください。

　○　従業員更衣室、雑品倉庫などの施錠を確認してください。

　○　火災発生時には、直ちに音楽放送を中止してください。

○　避難の障害となるゲーム機械は、通路、出入口付近には置かないでください。

４　飲食店等（政令別表第１(3)項）

　○　避難通路は、有効幅員１．２ｍ以上を確保するようにしてください。

　○　閉店後の喫煙管理を徹底してください。

５　物品販売店舗等（政令別表第１(4)項）

· 避難通路上へのはみ出し陳列（ワゴン、平台、ハンガーなど）は、行わないでください。

　○　階段、廊下等への出入口付近には、商品等は絶対に置かないでください。

○　階段室、通路、廊下等の避難の経路には、商品等は絶対に置かないでください。

　○　避難口（出入口）を開放し、避難口までお客を誘導します。

　○　売場及びお客の出入りする部分は、喫煙、裸火使用、危険物品持込みが禁止されていますので、持ち込まないようにしてください。

　○　屋上広場は、一時的な避難広場となっています。

６　旅館、ホテル等（政令別表第１(5)項）

　○　宿泊客のチェックアウト後と宴会終了後に客室の押入れ、宴会場のゴミ入れなどにタバコの吸殻がないかを確認してください。

　○　宿泊客に対し、廊下・階段等での禁煙を指導してください。

　○　宿泊客のチェックアウト後は、早期に室内を点検し、施錠してください。

　○　避難口（出入口）を開放し、避難口まで宿泊客を誘導します。

○　避難経路図を掲出されているか確認してください。

　○　火災が発生した場合は、1部屋ごとに逃げ遅れがないかを確認してください。

○　宿泊客のチェックイン時に、防災設備の活用方法や避難方法を説明してください。

　○　挙動不審な者に対しては、声をかけ宿泊客であるかを確認してください。

７　病院、診療所等（政令別表第１(6)項イ）

　○　患者が使用した灰皿の吸殻を定期的に回収してください。

　○　危険物品（アルコール類など）を使用するときは、防火管理者の承認を得てください。

　○　体の不自由な患者等を最優先して避難誘導します。

８　その他の用途及び共通事項等

　○　油ボロ類は、他の可燃性のゴミくずと一緒にしないように分別処理してください。（作業場等）

　○　子供の手の届くところに、マッチ、ライターなどを置かないでください。（保育園等）

　○　お客の混乱防止を図るため、お客が動揺しないように大声で、はっきり指示してください。(全用途)

　　　上記のお客は、各用途により、適宜、「宿泊者」「患者」「従業員」等に置き換えてください。


別紙２　　　　　　　　　　　防災の手引き（従業員用）

	〔消防計画について〕

　当事業所の消防計画を再確認してください。

　消防計画の確認項目

　１　通報連絡担当者（○○○○、○○○○）

　２　初期消火担当者（○○○○、○○○○、○○○○）

　３　避難誘導担当者（○○○○、○○○○、○○○○）

　４　日常の自主検査は誰が実施担当者ですか。（○○○○）

　５　定期の自主検査は誰が実施担当者ですか。（○○○○）

〔火気設備器具について〕

　１　火気設備器具の周辺には、よく整理清掃して可燃物を接して置かないでください。

　２　火気設備器具は、常に監視できる状態で使用し、その場を離れるときは必ず消してください。

　３　火気設備器具にある取り扱い上の注意事項を守り、故障または破損したままで使用しないでください。

　４　地震時には、火気設備器具の使用を中止してください。

　５　終業時には、火気設備器具の点検を行い、安全を確認してください。

〔喫煙について〕

　１　喫煙は、指定された場所で、吸殻入れを用いて喫煙してください。

　２　タバコの吸殻は、必ず水の入ったバケツなどに捨て、可燃ごみの中には絶対に入れないでください。

　３　終業時には、吸殻の処理（水の入ったバケツに捨てる）を確実に行ってください。

〔危険物の取り扱いについて〕

　１　危険物（シンナー、ベンジンなど）を使用するときは、防火管理者の承認を受けてください。

　２　危険物を使用するときは、小分けして使用し、容器の蓋は常に閉め、火気に中止してください。

〔避難施設の維持管理について〕

　１　避難口、廊下、階段、避難通路には、避難障害となる設備を設けたり、物品を置かないでください。

　２　防火戸の付近には、常に閉鎖の障害となる物品を置かないでください。

〔放火防止対策について〕

　１　建物の外周部及び敷地内には、ダンボール箱等の可燃物を放置しないでください。

　２　倉庫、更衣室など使用しないときは、施錠しておきましょう。

　３　ゴミ類の廃棄可燃物は、定められた時間に、指定場所に持って行きましょう。

　４　店内外の不審者に対しては、注意を払ってください。

〔火災時の対応〕

　１　通報連絡

　　　１１９番に連絡します。（火災か救急かの種別、所在、目標、火災の内容など）

　　　防火管理者に連絡します。

　２　消火活動

　　　消火器等を使って、消火活動を行います。

　３　避難誘導

　　　避難口（出入口）を開放し、避難口までお客を誘導します。

〔地震時の対応〕

　１　火の始末を行ってください。　

　　　揺れを感じたら、火気設備器具の直近にいる者は、すぐに火を消してください。

　２　まず、身の安全を図ってください。

　　　蛍光灯、ガラス製品、窓等の近くから離れてください。

〔その他〕

　１　厨房の天蓋やダクトに油かすが溜まることがないように、グリスフィルター等は定期的に清掃してください。（厨房がある店舗等）
　２　サウナ室内の熱源周辺の下地板が、熱により異常に変色していないか定期的に確認してください。（サウナが設置してある施設等）
　３　飲酒しているお客が多いので、喫煙管理を徹底してください。（飲酒させる店又は酔客を収容する施設等）
　４　酩酊客を優先して避難誘導してください。（飲酒させる店又は酔客を収容する施設等）



別紙２－２　　　　　　　　　　　　各用途の特性

	　　その他欄の例示のほか、下記に掲げた各用途別の特性を参考にして、事業所の実態に応じて実施する内容を、その他欄の下線を引いた部分に記入します。なお、〔消防計画について〕の欄の（　）内は、防災教育を実施するときに、従業員に記入させる等して活用します。

	１　劇場、映画館、公会堂等（政令別表第１(1)項）

　○　舞台及び客席は、喫煙、裸火使用、危険物品持込みが禁止されていますので、持ち込まないようにしてください。

· 楽屋の喫煙管理を徹底してください。

· 定員以上のお客を入れないようにしてください。

２　キャバレー、ナイトクラブ等（政令別表第１(2)項イ）

　○　ソファー、いすの背もたれ等に、タバコの火種が落下していないか、閉店後確認してください。

　○　カーテン等により、非常口が見えなくなることのないようにしてください。

　○　従業員の対応に不満を持ち放火されることもあるので、トラブルがあった場合は、監視を強化してください。

　○　火災発生時には、直ちに音楽放送を中止してください。

３　遊技場等（政令別表第１(2)項ロ）

　○　吸殻がむやみに捨てられやすいので、吸殻の回収は、一定時間ごとに行い、他のゴミと一緒に処理しないように分別処理してください。

　○　従業員更衣室、雑品倉庫などの施錠を確認してください。

　○　火災発生時には、直ちに音楽放送を中止してください。

○　避難の障害となるゲーム機械は、通路、出入口付近には置かないでください。

４　飲食店等（政令別表第１(3)項）

　○　避難通路は、有効幅員１．２ｍ以上を確保するようにしてください。

　○　閉店後の喫煙管理を徹底してください。

５　物品販売店舗等（政令別表第１(4)項）

· 避難通路上へのはみ出し陳列（ワゴン、平台、ハンガーなど）は、行わないでください。

　○　階段、廊下等への出入口付近には、商品等は絶対に置かないでください。

○　階段室、通路、廊下等の避難の経路には、商品等は絶対に置かないでください。

　○　避難口（出入口）を開放し、避難口までお客を誘導します。

　○　売場及びお客の出入りする部分は、喫煙、裸火使用、危険物品持込みが禁止されていますので、持ち込まないようにしてください。

　○　屋上広場は、一時的な避難広場となっています。

６　旅館、ホテル等（政令別表第１(5)項）

　○　宿泊客のチェックアウト後と宴会終了後に客室の押入れ、宴会場のゴミ入れなどにタバコの不始末がないかを確認してください。

　○　宿泊客に対し、廊下・階段等での禁煙を指導してください。

　○　宿泊客のチェックアウト後は、早期に室内を点検し、施錠してください。

　○　避難口（出入口）を開放し、避難口まで宿泊客を誘導します。

○　避難経理図を掲出されているか確認してください。

　○　火災が発生した場合は、1部屋ごとに逃げ遅れがないかを確認してください。

○　宿泊客のチェックイン時に、防災設備の活用方法や避難方法を説明してください。

　○　挙動不審な者に対しては、声をかけ宿泊客であるかを確認してください。

７　病院、診療所等（政令別表第１(6)項イ）

　○　患者が使用した灰皿の吸殻を定期的に回収してください。

　○　危険物品（アルコール類など）を使用するときは、防火管理者の承認を得てください。

　○　リネン室、パントリー、雑品倉庫等を使用しないときは、施錠してください。

　○　体の不自由な患者等を最優先して避難誘導します。

８　その他の用途及び共通事項等

　○　油ボロ類は、他の可燃性のゴミくずと一緒にしないように分別処理してください。(作業場等)

　○　子供の手の届くところに、マッチ、ライターなどを置かないでください。(保育園等)

　○　お客の混乱防止を図るため、お客が動揺しないように大声で、はっきり指示してください。（全用途）

　　　上記のお客は、各用途により、適宜、「宿泊者」「患者」「従業員」等に置き換えてください。


PAGE  
1

